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【要約】 

昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の日」から既に７０年以上が経過したが、

「日本国憲法」前文に示されている「平和を維持し、（途中略）国際社会において名誉ある

地位を占めたいと思う」日本国民の願望に反して、いまだ「国際社会における日本人像」

は「名誉あるもの」とはなっていない。 

この随想（エッセー）は、かかる事態を憂える日本国民の情念の世界から、個人として

「我が国が平和を維持し国際社会において名誉ある地位を占める」ための、「国際社会で畏

敬される日本人士像」を想い辿った主観的文書である。本論の「第４章」及び「第５章」

において「国際社会で畏敬される日本人士像」として「共通事項」のほか、政治家、外交

官、国際協力隊員、産業人、個人活動家、留学生、観光・旅行者、及び「海外で苦労して

いる日系人」について、それぞれの「国際社会で畏敬される日本人士像」を提示している。 

キーワード 日本人像、国際社会  

【Abstract】  

This essay shows the features of Japanese honorable and respectable personage in the 

international society, for example, Japanese politician, diplomatic official, 

industry manager, artist, tourist, and foreign Japanese descents. 
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はじめに 

 

（１）昨年、平成２７年（２０１５年）は、昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終 

戦の日」から７０年の節目の年であった。顧みると、戦後７０年に亘る我が国の歴 

史は、到底「名誉ある独立国の歴史」ではなかったと思う。空襲の記憶も忘れない 

敗戦の翌年に小学校に入った私の世代は、進駐軍の学校視察、兄姉から譲られた教 

科書の「多くの墨塗り部分」、「奉安殿跡」の空虚な扉、学級名のローマ字表記な 

ど、「敗戦の憂き目を見ながら幼い人生を歩み始めさせられた世代」となった。 

（２）「敗戦国日本が軍事力を持った民族国家としての再起することを半永久的に許さな 

い」（精神的に武装解除する）ことを目的として、「ＧＨＱ（連合国最高司令官総司 

令部）のスタッフが１週間で草案を書き上げて提供した日本国憲法」を「戦争放棄、 

戦力の不保持を規定する不磨の大典：平和憲法」と仰ぎ、「国家の尊厳を放棄し、 

ひたすら経済成長を求める卑屈でいびつな敗戦国家」としての歴史であったと思う。 

そして、「６年６か月１３日間」の「米国による占領統治」は見事に成功し、言論 

界もこの間の「検閲」により「自主規制の知恵」を覚え、「良識ある進歩的学者」 

と称される人からは「平和憲法を守ることこそが戦争に巻き込まれることなく国の 

平和を守る道である」との主張がヒステリックに叫ばれている。昔から「戦力を持 

たないで国の独立が守れた事例は無い」のが世界の常識であるが、日本の進歩的学 

者の頭の中の論理的構造はどうなっているのか、私には理解できない。 

（３）国際社会においては、「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」の旧敵国に 

よる、敗戦国日本に対する「侵略戦争の謝罪」と「歴史認識の是正」を執拗に求め 

る要求に対して、明確な答えを怠り逃げ回っている我が国の稚拙な外交政策は、「国 

際社会における日本人像」を極端にまで貶めている。 

  （４）我々日本国民は、「日本国憲法」の前文に在るように「平和を維持し（途中略） 

国際社会において名誉ある地位を占めたい」と願う。更に、第２次世界大戦中、 

母国日本の戦争と敗戦に翻弄されて「艱難辛苦の歴史」を歩まざるを得なかった 

「在外日系人」の境遇に思いを馳せることを、瞬時も忘れてはならないと思う。 

  （５）この随想（エッセー）は、そのような「口惜しくもどかしく思う敗戦国日本の国 

民が一途に願う情念の世界」から、「わが身の浅学菲才」を顧みず、「国際社会で 

畏敬される日本人士像」を求めて、メモ様式を借りて箇条書き的に綴った主観的 

文書である。勿論、論理性を有し得ていない記述体系に止まっていること、及び 

一部の記述には前後重複があることもお許し頂きたい。 

【備考】歴史上の出来事の「年次表記」については、「出典」との関係から「日本年 

号による年次表示」と「西暦による年次表示」を「単独」又は「併記」して 

表示しており不揃いとなっているが、その程度の文書としてお許し頂きたい。 
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第１章 「国際社会における戦後日本人の国民性」に関する評価 

 

§１－１．欧米列強による「戦後日本人の国民性」に関する評価 

【視点１】「欧米人」と「日本人」の人種の違い 

ヨーロッパ人と日本人は、人類学的には「新人」（約１４万年前に東アフリカ 

の大地溝帯辺りで誕生し、約１０万年前から移動を開始した）という祖先を共 

通とするが、約６万年前にパレスチナの地で「西方」と「東方」に別れて以来、 

居住地域の異なる気候・風土に適合して３万年以上を別々に生活して来ており、 

その間に「異なる人種」となった。 

    【備考】 

    （ⅰ）ヨーロッパ人は、約６万年前にパレスチナの地から西方に移動し、約５万 

年前にヨーロッパの地に居住した。 

    （ⅱ）日本人の祖先については、巨視的に言えば、①約６万年前にパレスチナの 

地から北東に移動し、３～４万年前に中央アジアに達し、更に東方に進ん 

で樺太を経由して約３～４万年前に日本列島に到達した「北方系日本人」 

と、②パレスチナの地から東方に進み、西アジア、インドを経て約５万年 

前に東南アジアに到達し、更に、約３～４万年前に琉球列島、種子島、九 

州へと辿り着いた「南方系西日本人」が「日本人の祖先」となったと言わ 

れている。 

旧石器時代の日本人は、「北方系日本人」と「南方系西日本人」が何万年も 

の間に日本列島で混血し、現在の民族「日本人」の中核をなしている。 

 

 【視点２】人種の違いによる体格・身体的特徴の相違 

    （ⅰ）人類学的には、ヨーロッパ人はアーリア系人種に、日本人はモンゴロイド 

系人種に分類されている。ヨーロッパ人は、比較的寒冷な気候に適合した移 

動型の「牧畜系社会」をベースにし、日本人は日本列島の比較的温暖な気候 

に適合した定着性の高い「漁労採集系社会」と「農耕系社会」をベースにし 

て文明を発達させてきた。 

（ⅱ）体格及び身体的特徴の差 

日本人は、ヨーロッパ人に比べて「身長が低い」、「顔付きが丸く短頭である」、 

「胴が長く、手足が短い」等の違いがある。だから、格闘技、陸上競技、テ 

ニス等において、欧米人に勝てない傾向がある。 

 

【視点３】歴史上の文明・言語・哲学・宗教・芸術等の相違 

居住地域の気候・風土の違いから、発達させた「文明」、「言語」、「宗教と哲 
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学」、「芸術」、「社会構造」等に違いがある。これらの相違は、学習によって 

は容易に克服できるものではない。 

 

 【視点４】戦国時代における欧米文明との遭遇と吸収・消化 

       足利時代後期の「戦国時代から安土桃山時代」にかけては、「日本民族のエネ 

ルギーが爆発した最初の勃興の時代」であり、戦闘技術、武具製造技術、農工 

業生産技術、美術工芸の目覚ましい発達を齎した。このため、鉄砲等の西洋文 

明の理解・普及・改良も急速に進んだ。 

【備考】ヨーロッパ人がアメリカ大陸に移住して「アメリカ人」となったので、 

本稿では「欧米人」、「欧米文明」と略称する。 

    [１]１６世紀における「鉄砲伝来」、「キリスト教布教」への対応 

     （ⅰ）１５４３年：ポルトガル船、種子島に漂着し、鉄砲を伝える 

     （ⅱ）１５４９年：ヤソ会宣教師ザビエル、鹿児島に来り、キリスト教を伝える 

     （ⅲ）１５８２年―９０年：九州の大名（大友、大村、有馬氏）の少年使節を欧 

州に派遣 

    （ⅳ）１５８７年：秀吉、キリスト教の宣教師を国外追放 

    （ⅴ）１６１６年：欧船の来航を平戸・長崎に制限 

    （ⅵ）１６３５年：すべての日本船の渡航を禁じ帰国者を死刑とした 

    （ⅶ）１６３９年：ポルトガル人の来航を禁止 

    （ⅷ）１６４１年：鎖国の完成（オランダ人を長崎の出島に移す） 

    （ⅸ）以降の「徳川幕府の２１３年間」を完全鎖国状態（外国交易はオランダ、 

中国に限る）で経過した。 

[２]江戸時代における文化・工芸技術の発達と蓄積 

     徳川幕府の支配体制の中で、貨幣経済が普及して社会が爛熟した結果、美術工 

芸が極度に発達して蓄積された。 

    （ⅰ）１６０３年：徳川家康は征夷大将軍に任じられ、徳川幕府を開設（１６０ 

３年―１８６７年大政奉還までの２６５年間） 

    （ⅱ）１６３５年：参勤交代制の確立―徳川幕府支配体制の確立 

    （ⅲ）徳川幕府の２６５年間の総括 

       ①「士農工商」の身分制度の中で、農業、商業、工業及び美術工芸の発達 

       ②貨幣経済の普及と世界最初の「先物取引」の開始 

       ③教育の普及（藩校、剣術道場、語学塾、寺子屋等） 

       ④産業哲学（石門心学）の形成―徳川の支配体制の確立により、「最早世の 

中の支配体制は変わらない」との認識から、「現状で満足して生きるため 

の知恵―石門心学」が形成された。 

       ⑤美術工芸の発達と爛熟―屏風絵、浮世絵、印刷物、漆工芸、木工細工、 
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鋳物工芸等 

      [３]来日した欧米人から見た「江戸時代末期の奇妙な風習」 

       ①ちょんまげ ②混浴 ③遊郭の繁盛 ④衣服類（ふんどし、腰巻等） 

   ⑤下卑た笑いの会話（文化文政期） ⑥浮世絵と春画の隆盛 ⑦めかけ制 

   度の普及 ⑧わらじと下駄 ⑨男根像（性病除け）の建立等 

    [４]幕末・開国への対応 

     （ⅰ）１８５３年：米使ペルリの浦賀来航 

     （ⅱ）１８５４年：「日米和親条約」（神奈川条約）の締結  続いて「日英・日 

露和親条約」を締結し、開国 

     （ⅲ）１８５８年：「日米修好通商条約」（内容は関税自主権のない不平等条約） 

を調印 

     （ⅳ）１８５９年：神奈川、長崎、函館３港を開き、貿易を開始 

     （ⅴ）１８６０年：横浜村を開港 

     （ⅵ）１８６５年：安政の諸条約を勅許 

     （ⅶ）１８６７年：兵庫開港を勅許―貿易額輸入超過となる。 

     （ⅷ）１８６７年１０月１４日：徳川慶喜は「大政奉還」 

     （ⅸ）１８６７年１２月９日：「王政復古の大号令」 

     （ⅹ）１８６８年１月：「明治維新」 

    [５]１８６８年の「明治維新」における文明開化と帝国主義時代 

     （ⅰ）明治維新の動機は、「西欧列強の帝国主義的侵略から日本領土を守るため、 

開国して西欧文明を取り入れ、軍備と工業力を強化するとともに２７０余 

藩に分かれた幕藩体制から日本列島が一つの国にまとまって『日本国』を 

形成する必要がある」というものであった。ここで、初めて『日本人』と 

いう国民が意識され、国内を統一して帝国主義時代に相応しい「近代的国 

民国家」を作り上げることを急いだ。 

ここに、日本は「日本民族のエネルギーが爆発した第 2次勃興の時代」を 

迎えたのである。 

     （ⅱ）これらの「開国・文明開化・四民平等の国民国家の樹立」の動きを物心両 

面から支援したのは、主として英国、米国等に在籍した「フリーメーソン」 

のメンバーであった。 

     （ⅲ）「明治維新における近代的国民国家の形成」は、まさに「自力による内部 

革命」と言うに相応しいものであり、「日本国民のアイデンティティの確立」 

が急がれた。 

            ①国号の制定 ②国旗・国歌の制定  ③「四民平等」（武士階級の廃止） 

  ④教育の普及  ⑤日本語の標準化  ⑥憲法の制定  ⑦議会の開設 

   ⑧普通選挙の実施 ⑨殖産興業（産業革命技術の導入） ⑩鉄道・郵便制 
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度の普及等 

     （ⅳ）「帝国主義時代の最後の列強」として、ロシアの南下政策に勇敢に対抗 

       ①明治維新後わずか２７年で対外戦争（日清戦争）に勝利 

       ②明治維新後わずか３７年で、満州におけるロシア南下政策を阻止するた 

め、「日英同盟」を締結して、英国、フランス、米国等による軍事及び資 

金面における支援を受けて、いわば代理戦争として「日露戦争」に勝利 

した。 

       ③この勝利を「自力で勝ち取った」との錯覚から、「日本の夜郎自大」が始 

        まり、帝国主義的膨張政策に溺れて行った。 

    （ⅴ）不平等条約の改正 

       明治 37年（1904 年）2月～38 年（1905 年）8月の「日露戦争」の勝利の結 

果、日本は欧米列強から「近代国家の扱い」を受けることとなり、明治４ 

４年（１９１１年）「不平等条約」の改正により、かねての悲願であった「関 

税自主権」を回復した。 

           

【視点５】「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」の敗北と戦後の米国への親近感 

[１]日本は、「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」において負けた敗戦国 

であるから「戦後における敗戦国扱い」は致し方ないと考える。 

 [２]１９４５年（昭和２０年）８月１５日の「終戦の日」・「敗戦の日」から「１ 

９５１年（昭和２６年）９月９日の「日本国との平和条約」（サンフランシス 

コ平和条約）の調印と効力発生（１９５２年４月２８日）」による「日本の独 

立回復」までの「６年６か月１３日の占領期間」の間に、新聞の検閲等の占領 

政策により、完全に「民族国家」としての誇りと尊厳を自ら失った。米国主体 

の「日本占領」は成功し過ぎる程成功したのである。 

    [３]即ち、「６年６か月１３日間」の「間接統治方式」による「米国主体の日本占 

領」において、「日本国憲法」を初めとして「教育基本法」等の多くの「民主 

主義的・平和主義的法律」が日本の議会で議決され成立した。結果として「日 

本が軍事力を持った民族国家として再起することを半永久的に許さない」と 

の日本占領政策の目的は完全に達成され、維持されている。 

「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」に負けた日本を主体的に占領 

した米国に対して、「１８５３年：米使ペルリの浦賀来航」、「１８５４年：『日 

米和親条約』の締結と開国」、「１８６８年：明治維新」以降の日本に対する 

「工業技術の提供」、「留学生の受け入れ」、「技術者（お雇い外国人）の派遣」 

等による「文明開化」の全面的指導と協力を想う時、不思議なことに、「旧敵 

国の米国に対する親近感」を覚えるのである。そして、勝てるはずのない「米 

国を相手とした『太平洋戦争』は間違っていたのではないか」と心底反省し 
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ており、１９５２年４月の独立後も「日米安全保障条約」を締結して「日本 

国の防衛と安全を米国に委ねていること」によって不思議な安心感を覚えて 

いる。「日本人は米国が好き」であり、「米国の弟分の国家」として「兄貴分 

米国の指導」を受けて安住しているのである。 

 

§1-２．米国人による「戦後日本人の国民性」に関する評価 

     [１]幕末、鎖国を続ける日本を開国させたのは米国である。この経験から、日本に 

対しては「強圧的外交」が成功する。 

     [２]米国に初めて現れた日本人は「大陸横断鉄道の線路工夫」であった。その後、 

農業労働者、家事労働者等としての移民が入ってきた。彼らは明治維新に乗り 

遅れた下層階級の出身であり、内地で高等教育を受けていないため「知性と教 

養と技術」が無く、ただむやみに働いて本国送金と貯金をする「醜い黄色人種」 

であった。彼ら「日系移民」は米国社会の最下層から移民生活を始めることと 

なった。 

 [３]明治維新による「文明開化」に際しては、米国は「１９世紀産業革命」による 

最新の工業技術を惜しみなく提供するともに、「留学生の受け入れ」、「技術者（お 

雇い外国人）の派遣」等により「近代化日本の兄貴分の国家としての役割」を 

果たした。 

     [４]明治維新により近代国家として歩み始めた日本は、「朝鮮国の清朝からの独立」 

     を求めて「日清戦争」（明治２７年（１８９４年）８月～明治２８年（１８９５ 

年）３月）を戦い、明治２８年（１８９５年）４月「下関条約」を締結した。 

しかし、直後に、「ロシア、フランス、ドイツによる三国干渉」に屈して、日本 

は明治２８年５月遼東半島の還付を余儀なくされた。 

ロシアは中国東北部（満州）を占領して南下を続け、韓国に権益を持つ日本の 

脅威となり、対立は切迫する処となった。日本は利害を共通する英国と「日英 

同盟」（明治３５年（１９０２））を結んで対露強硬策を取るところとなった。 

    [５]明治３７年（１９０４）２月、日本は日露交渉を断絶してロシアに対して宣戦 

布告して「日露戦争」を開始したが、開戦の主たる目的を「ロシアの満州にお 

ける権益独占を非難し、満州の門戸開放にある」とした。 

この「日本が唱えた開戦の目的」が「米英両国が日本を支援する理由」となっ 

た。即ち、米国は戦費の６割に相当する日本国債を引受ける（ユダヤ系資本に 

よる）とともに、明治３８年（１９０５）８月には「ポーツマス講和会議」を 

開催して講和条件の斡旋を行い「ポーツマス条約」を締結させた。（「帝国連合 

艦隊」と称する日本海軍の艦船の多くは、英国、米国、フランス等で建造され 

て提供されたものである。） 

「日露戦争」に勝利したことにより、日本は列強から「近代国家の扱い」を受 
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けるところとなり、日本の韓国権益を認められ、米英両国は「韓国保護化」（明 

治４３年（１９１０年）韓国を併合した）を承認した。その後、欧米列強は明 

治４４年（１９１１年）には「不平等条約」の改訂に応じ、日本は悲願であっ 

た「関税自主権」を認められ、最後の「帝国主義列強の仲間入り」を果たすと 

ころとなった。 

     [６]しかしながら、日本においては「日露戦争の勝利」を「自力で勝ちとった勝利 

である」との自己陶酔・夜郎自大が始まり、米国の対日協力が「ユダヤ教徒の 

自主性の回復、国家建設の目的に連動していたこと」を見落とすこととなった。 

具体的には、満州における権益を巡り、日本は戦前の「満州の門戸開放」の方 

針を転換し、南満州における権益を独占する姿勢を示したことから、「満州の門 

戸開放」を求める米国との関係（ユダヤ教徒との関係）が急速に悪化した。 

     [７]日本の「日露戦争勝利」に刺激され、中国でも近代化の動きが叫ばれ、１９１ 

１年（明治４４年）清朝を打倒して「孫文の辛亥革命」が成功した。 この清 

朝を打倒した「孫文の辛亥革命」が「中国に満州を放棄させて、満州の地にユ 

ダヤ人の国家を作るとのユダヤ教徒の歴史目的に沿うものであること」を日本 

陸軍は理解せず、その後、関東軍を入れて「満州国」を建国した。この「満州 

国建国」の時点から、米国及び英国のユダヤ教徒との決定的利害対立が生じる 

こととなった。欧米各国には「黄色人種の脅威から身を守れ」との黄禍論が広 

がり、欧米列強は「アジアに帝国主義の好敵手が出現したこと」を好奇と警戒 

の目で見るようになった。 

     [８]また、「日露戦争の敗北」を契機として、ロシアでは１９１７年（大正６年）「ロ 

シア革命」が起こりロマノフ王朝は倒れたこと、及び「第１次世界大戦」を経 

て、最早「日英同盟は維持する必要性は無くなった」との判断で「日英同盟」 

は英国からの申し出により廃止された。 

     [９]「第１次世界大戦」への強引な日本参戦を直接の契機として、以降、米国によ 

る「日本の大陸での権益拡張及び軍備拡張に対する対日本干渉」は深刻かつ強 

圧的なものとなった。その背景には、米国の東アジアへの経済進出を動かして 

いるユダヤ系資本の究極的利害を察知する外交感覚が無く、かつ、「大陸で勝ち 

取った権益をむざむざ放棄することはできない」との誇りが決定的対立となり、 

日米交渉の最終段階における意図的「ハル・ノート」（昭和１６年（１９４１年） 

１１月２６日）の提示は、「日米交渉を打切り、日本に開戦を決意させるための 

交渉文書」となった。 

     【ハル・ノート】（正式名称は「合衆国及び日本国間協定の基礎概略」） 

      ＊日米交渉において、米国の当事者であった米国国務長官コーデル・ハルによ 

って示された「対日交渉文書」を言う。 

      ＊第１項「共同宣言の方針案」には「ハル４原則」が示され、第２項には「具 



 

 

総合知学会誌 Vol.2015/1 

175 

 

体的交渉事項１０項目」示されている。 

＊第２項（具体的交渉事項） 

   １．イギリス・中国・日本・オランダ・ソ連・タイ・アメリカ間の多辺的 

不可侵条約の提案 

         ２．仏印（フランス領インドシナ）の領土主権尊重、仏印との貿易及び通 

商における平等待遇の確保 

        ３．日本の支那（中国）及び仏印からの全面撤兵 

        ４．日米がアメリカの支援する蒋介石政権（中国国民党重慶政府）以外の 

いかなる政府も認めない（日本が支援していた汪兆銘政権の否認） 

         ５．英国または諸国の中国大陸における海外租界と関連権益を含む１９０ 

１年「北京議定書」に関する治外法権の放棄については諸国の合意を 

得るための両国の努力 

         ６．最恵国待遇を基礎とする通商条約再締結のための交渉の開始 

         ７．アメリカによる日本の資産凍結を解除、日本によるアメリカ資産の凍 

結の解除        

８．円ドル為替レート安定に関する協定締結と通貨基金の設立 

         ９．日米が第３国との間に締結した如何なる協定も、太平洋地域における 

平和維持に反するものと解釈しない。（日独伊三国軍事同盟の実質廃棄） 

       １０．本協定内容の両国による推進 

    [１０]日本は「ハル・ノート」を事実上の「最後通牒」または「宣戦布告」と受け 

取り、昭和１６年（１９４１年）１２月１日の御前会議において「対米英蘭 

開戦」を決議した。そして、日本は昭和１６年（１９４１年）１２月８日未 

明に「真珠湾攻撃」を行い、「負け戦の戦い」に追い込まれた。 

＊米国に対する「宣戦布告」は、在米日本大使館の不手際（既に暗号機を破 

  壊していたため、宣戦布告文書の翻訳が手訳となったため「数時間の遅れ 

  の通告となり、結果的に「宣戦布告なき開戦」となったため、米国国民の 

  戦意を高揚させるところとなった。 

＊しかも、戦後、日本政府は「在米大使館の責任」を問うことなく、かつ米 

   国政府に対して「この事実関係（何故、宣戦布告が遅れたのか）」を公式 

に釈明していない」ため、米国民の間では「日本は『だまし討ちの真珠 

湾攻撃』をした卑怯な旧敵国」の扱いとなったままである。 

＊日本国の総理大臣は、早期にハワイの真珠湾を訪問して「この事実関係 

（何故、宣戦布告が遅れたのか）をありのままに釈明する」必要がある。 

    [１１]日本との戦争を遂行する上で、米国は「日本人の国民性」を深く研究すると 

ともに、詳細な「沖縄占領政策」、「日本占領政策」を立案していた。 

[１２]昭和２０年（１９４５年）８月１０日：「ポツダム宣言」受託を通告/ 昭和 
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  ２０年（１９４５年）８月１５日：「終戦の詔」のラジオ放送/昭和２０年（１ 

９４５年）９月２日：米国戦艦ミズーリ号上で連合国代表との間に「降伏文書」 

（休戦協定）の調印により日本の完全敗北となった。 

 

§１－３．ロシア人による「戦後日本人の国民性」に関する評価 

 【視点１】日露関係の年譜の整理 

    [１] 安政元年（１８５４年）：「日露和親条約」の締結 

    [２]明治８年（１８７５年）：「千島・樺太交換条約」の締結 

    [３]「日清戦争」後の「下関条約」（明治２８年（１８９５年）４月）（遼東半島・ 

台湾の割譲、朝鮮国の独立の確認、賠償金：２億両等）に対する「ロシア、 

フランス、ドイツの三国干渉」により日本は「遼東半島の還付」を余儀なく 

された。 

    [４]明治２８年（１８９５年）６月：「日露通商航海条約」の締結 

    [５]明治３７年（１９０４年）２月：日本はロシアに対して宣戦 

明治３８年（１９０５年）５月２７日～２８日：「日本海海戦」において日本 

は「ロシア・バルティック艦隊」を撃破 

    [６]明治３８年（１９０５年）８月１０日～９月４日：「ポーツマス講和会議」（日 

本の要請を受けた米国セオドル・ルーズベルト大統領の斡旋によりポーツマス 

海軍造船所において開かれた。） 

明治３８年（１９０５年）９月４日：「ポーツマス条約」（「日露講和条約」が調 

印された。 

【講和内容の骨子】 

 ①日本の朝鮮半島における優越権を認める。 

 ②日露両国の軍隊は、鉄道警備隊を除いて満州から撤退する。 

 ③ロシアは樺太の北緯５０度以南の領土を永久に日本へ割譲する。 

       ④ロシアは東清鉄道の内、旅順―長春間の南満州支線と、付属地の炭鉱の 

租借権を日本へ譲渡する。 

       ⑤ロシアは関東州（旅順・大連を含む遼東半島南端部）の租借権を日本へ 

譲渡する。 

       ⑥ロシアは沿海州沿岸の漁業権を日本人に与える。 

       ＊日本は１９０５年１０月１０日、講和条約を批准し、ロシアは１０月１ 

４日に批准して、発効した。 

     [７]大正３年（１９１４年）「第１次世界大戦」起こる。同年８月：日本はドイ 

ツに対して宣戦し、第１次世界大戦に参加。 

     [８]１９１７年：「ロシア２月革命」＆「ロシア１０月革命」によりロシア・ロマ 

ノフ王朝は倒れ、共産主義政権が成立 
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     [９]昭和１６年（１９４１年）４月：「日ソ中立条約」の締結 

    [ １０]１９４５年２月４日～１１日：「ヤルタ会談」において、アメリカ、ソ連、 

      イギリスの間で秘密協定「極東密約（ヤルタ協定）」を締結 

【ヤルタ協定の骨子】  

 ①外モンゴル（モンゴル人民共和国）の現状を維持すること。 

 ②樺太（「サハリン」南部をソ連に返還すること。 

 ③千島列島をソ連に引き渡すこと。 

 ④満州の港湾と鉄道におけるソ連の権益を確保すること。 

 ⑤以上を条件として、「ドイツ降伏後２か月または３か月を経てソ連が対 

日参戦すること。 

[１１]１９４５年７月１７日～８月２日：「ポツダム会議」（アメリカ、イギリス、 

ソ連の３か国）の期間中、７月２６日「ポツダム宣言」がアメリカ大統領、イ 

ギリス首相、中華民国主席の名において、「大日本帝国に対する降伏要求の最 

終宣言」として発出された。（「全日本軍の無条件降伏」等を求めた全１３か条 

から成る宣言） 

      [１２]昭和２０年（１９４５年）８月９日：ソ連は日本に宣戦布告 

         満州に侵入し、千島・樺太等を占領 

      [１３]昭和２０年（１９４５年）８月１４日：日本は「ポツダム宣言受託」を通 

告した。 

      [１４]昭和２０年（１９４５年）９月２日：日本は米戦艦ミズーリ号上で連合国 

代表との間に「宣言条項の誠実な履行等」を定めた「降伏文書」（休戦協定） 

に調印。 

      [１５]昭和２６年（１９５１年）９月９日：「サンフランシスコ講和会議」にお 

いて「サンフランシスコ平和条約」に調印（千島を含む領土条項あり） 

 

【視点２】「北方４島問題に関するロシアの見解」の整理 

      [１]北方４島を含む「千島列島」は、第２次世界大戦の戦果として国際的に認め 

られたものであり、「北方４島」の内「択捉、国後」は絶対に返さない。但し、 

「歯舞、色丹」は北海道の固有の領土とも見なされるので、ロシアに有利な条 

件であれば日本に返してもよい。 

      [２]「千島列島のソ連領有」は、第２次世界大戦の戦果として「ヤルタ協定」（１ 

９４５年２月１１日）で認められたものであり、かつ日本は「サンフランシス 

コ平和条約」（１９５１年９月９日調印）第２条（領土権の放棄）Ｃ項におい 

て「日本国は、千島列島並びに日本国が１９０５年９月５日のポーツマス条約 

の結果として獲得した樺太の一部及びこれに近接する諸島に対するすべての 

権利、権原及び請求権を放棄する。」と約束しており、ロシアが「千島列島を 
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領有すること」に疑義はない。かつ、千島列島には「歯舞、色丹諸島」も含ま 

れる。 

      [３]現在の日本は、世界にも稀な平和憲法である「日本国憲法」第９条第１項に

おいて「戦争放棄」を、第２項において「戦力の不保持、国の交戦権の否定」

を規定しており、自衛力は軽武装であるから北方４島を武力で取りに来ること

はない。であるから、「千島列島の一部」ですら返還する必要は無い。 

    [４]北方４島（択捉、国後）の開発を軌道に乗せ、かつ軍事基地も強化して、「ロ 

シアの領有と実効支配の既成事実化」を急ぎ、日本に「北方領土返還の要求」

を諦めさせる。 

    [５]日本人は「四季の変化」に順応する国民であるから「択捉島、国後島に居住 

していた日本人の世代が交代する年代」となれば「北方領土返還の要求」は弱 

くなると見通されるので、「ロシア流外交」として交渉に時間をかければよい。 

 

§１－４．中国人による「戦後日本人の国民性」に関する評価 

 【視点１】中国の「対日外交に関する見解」の整理 

     [１]近世の中國の歴史において、「辛亥革命」により清朝を打倒した後、中国の神 

聖な領土である「旧満州（東北区）」に傀儡政権である「満州国」を建国する 

とともに、「日中戦争」を開始して中国全土を直接侵略したのは「大日本帝国」 

である。国共内戦に勝利して中国全土を支配する中国共産党政権としては、「抗 

日戦争の勝利」及び「日本軍の南京大虐殺」等を宣伝し、国民を教育すること 

は、共産党独裁政権を維持する基盤であり、国際社会で日本を貶めるうえで不 

可欠である。 

      [２]１９7８年（昭和５３年）、「日中平和友好条約」の批准書を交換するため、鄧

小平副首相が日本を訪問している時期に、日本が「Ａ級戦犯 14 名」を靖国神

社に合祀したことは「中国の面子を大いにつぶしたこと」であり絶対に許さな

い。なお、「Ｂ級戦犯」及び「Ｃ級戦犯」の合祀は致し方ないと考える。 

その後、日本の首相や他の閣僚が揃って靖国神社に参拝することは、「日本が 

対中国侵略戦争を反省していない」という「歴史認識の問題」であり、すべて 

に優先して抗議する。 

       [３]「国連の常任理事国」は、アジアの代表としては「戦勝国である中國」で十 

分であり、「敵国である日本」の「常任理事国入り」には拒否権を発動する。 

       [４]「日中平和友好条約」締結の際、中國は「領土問題は未解決である」として 

おり、中國の「尖閣諸島の領有」の主張は十分に根拠のあるものである。従 

って、「尖閣諸島」に対しては、「通常の領土防衛・監視活動」と称する軍事 

行動を今後とも強めて行き、既成事実化させる。 

       [５]日本は憲法第９条第１項において「戦争放棄」を、第 2項において「戦力不 
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保持」及び「国の交戦権の否定」を規定しており、中國が尖閣諸島を武力で 

占領し、かつ威嚇すれば、「倭人である日本」は取り返しに来る勇気はない。 

「尖閣諸島問題」及び「歴史認識問題」を対日紛争事項として日本から最大限 

利益を引き出し、国際社会において日本を貶めることは対日外交の基本である。 

     [６]古代「周」の時代からの朝貢関係は、日本に対して「漢字」、「律令制度」、「仏 

教」等を教えたという「中華民族の優位性」を示している。「倭人」は「背が 

低く、体格も小さい夷荻の部族」であり、「中国王朝は文化、技術のすべてに 

わたって優れているので、教えて欲しい」と「揉み手・擦り手」で朝貢して来 

た歴史がある。 

[７]清朝の末期、明治維新に後れを取ったことは事実であるが、「辛亥革命」以降 

近代化に努力して、１９４９年１０月には中国共産党が「中華人民共和国」を 

成立させて以降、「国際連合の常任理事国」となり、核兵器を持ち、宇宙開発 

を行い、経済を発展させて「世界第 2の経済大国」となっており、陸上におい 

ては「清朝時代の康熙帝・乾隆帝時代の最大版図」を「神聖な中国の領土範囲」 

とし、海上においては「明朝時代の鄭和将軍の海洋覇権の範囲（インド洋を含 

む）」を「中華民族の海洋覇権の目標範囲」として掲げ、米国の西太平洋にお 

ける海洋覇権と争う「中華民族隆盛の時代」を迎えている。 

    [８]周時代から朝貢して来た「倭人の後裔である小国日本人」を尊敬することは、 

      我が偉大なる中華民族にはできない相談である。 

「辛亥革命」に際して「国父・孫文が多くの日本の人達に支援を受けたこと」 

や「多数の留学生を日本に派遣したこと」は、国内の教育では教えない。 

また、「日中戦争」日本軍と戦ったのが主として「国民党政権であったこと」 

も中国共産党の歴史からは末梢している。 

     [９]中国の外交の基本は「遠交近攻」であり、昔からの「冊封国・韓国」とは 

      友好従属関係を強化するが、日本とは今後とも「中国の覇権に屈服させる」 

までは、国内で共産党独裁政権を維持して行く見地からも「日本敵視政策」 

は絶対に緩めない。 

 

【視点２】日中関係の年譜の整理 

        日本列島の倭人は紀元前１１世紀から中国王朝と交流関係があったことが記

録されており、日本列島の代表政権は「倭国」として一貫して扱われている。

中国王朝から見ると、倭人の国「倭国」と「日本国」は別種である。中国側か

ら見た「日本列島の代表政権の認定替え」は、ＡＤ７０１年＝唐王朝：長安元

年＝大宝元年（近畿天皇家連続年号の開始年でもある。）である。その時、「九

州王朝」は滅亡して「日本国」が併呑するところとなった。 

     [１]「尚書」（紀元前１１世紀―周王朝初期の記録） 
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      「海隅、日を出だす。率卑せざるはなし。」（巻１６） 

      ＊「尚書」は、周公（初代武王（ＢＣ１１３４～１１１６）の弟であり、第

２代成王の後見役をした）の時代の記録 

      ＊「東の海の彼方の一隅に日の出るところがある。そこに住む蛮夷の地から

貢献の使者がやってきた。そんな遠方まで貢献しないものはいなくなった。」

の意。 

     [２]「礼記」（尚書と同時代の書） 

      「東方、夷と白う。被髪分身、火食せざる者あり。」 

    [３]「論衡」（漢代の書、王充の著） 

      「成王の時、越常、雉を献じ、倭人暢草を貢ず。」（巻１９） 

    [４]「漢書」（班固の著） 

     「楽浪の海中に倭人あり。分かれて百余国をなす。歳時を以て来献するという。」 

     [５]「後漢書」 

      「（建武中元２年（ＡＤ５７年）春正月）東夷の倭奴国王、使を遣わして奉献 

す。」（光武帝下） 

      「建武中元２年、倭奴国、奉献朝賀す。（途中略） 光武、賜うに印綬を以て 

す。」（倭伝） 

     [６]「三国志」「魏志倭人伝」（陳寿（～２９７）の著） 

＊語る時代：ＡＤ２２０～２８０    ＊初めて「倭人伝」が作成された。 

     [７]ＡＤ４１３年～ＡＤ５０２年：中国南朝政権と交流（倭の５王） 

     [８]ＡＤ５６２年：任那滅亡（朝鮮半島における拠点を失った） 

      [９]ＡＤ５８１年：隋朝成立 

＊隋朝：ＡＤ５８１～６８１＝３７年間（文帝、煬帝、恭帝の３代） 

      [１０]ＡＤ６００年（開皇２０年）：「俀国」からの使者が隋の初代文帝のもとに 

       到着した。（「隋書」俀国伝） 

      「開皇２０年、俀王あり。姓は阿苺、字は多利思北孤、阿輩雞弥と号す。 

使を遣わして闕に詣る。」 

      [１１] ＡＤ６０７年（大業３年）：多利思北孤、国書を煬帝に送る。 

       「日出づる処の天子、書を日没する処の天子に致す。恙無きや、云々。」 

 これに対して、煬帝は「蛮夷の書、無礼なる者有り、復以て聞する勿れ。」 

と語ったと記されている。（国書を受け取った側の『隋書』には、公式外交 

記録として「俀王」の名前が正確に書かれているが、「聖徳太子」の名前は 

全く出て来ない。また、「王」でなければ国書は書けない。） 

      [１２]ＡＤ６０８年：隋と国交断絶（隋の琉球侵攻に抗議しての断絶と解され 

る。） 

      [１３]ＡＤ６１８年：隋朝滅亡：唐朝成立。  
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ＡＤ６６０年：百済滅亡。 

      [１４]ＡＤ６６２年： 「白村江の戦い」筑紫の君薩夜麻、捕虜となる。 

       ＡＤ６６４年（天智３年）「日本国」、冠位階名の増換 

           （領土の拡大により国家行政組織が拡充されたことを示している。） 

         ＡＤ６７１年：筑紫の君、薩夜麻帰国。 

（帰国して見ると、倭国の地は既に「日本国」に併呑されていた。） 

      [１５]ＡＤ７０１年（唐：長安元年、日本国：大宝元年）唐による『日本列島の 

代表政権』の認定替え（日本国の初めての登場） 

       「（長安元年）十月、日本国、使を遣し、其の大臣、人を貢し、宝物を貢す。」 

（「冊府元亀」（１０１３年成立）） 

       「（長安２年）冬十月、日本国、使を遣して宝物を貢す。」（「旧唐書」本紀巻 

６、則天武后） 

「長安３年、其大臣朝臣真人、来りて宝物を貢す。」（「旧唐書」日本伝） 

       [１６]「旧唐書」の「日本伝」の要点 

       ①「日本国は、倭国の別種なり。其の国、日辺に在るを以て、故に日本を 

以て名となす。」 

       ②「或いは曰く『倭国自らその名の雅ならざるを悪み、改めて『日本』と 

なす』と、 

       ③「或いは日う『日本はもと小国、倭国の地を併す。その人入朝する者多 

くは矜大、実を以て対えず。故に、中国焉を疑う。」と 

        ＊「日本国号」の由来と「日本国が倭国の地を併合したこと」を「正史 

における公式外交記録として記述していること」を正視するべきであ 

る。誤記ではない。 

       [１７]「渤海国」との交流（ＡＤ７２７～ＡＤ９２０） 

       [１８]文永１１年（１２７４年）「文永の役」＆弘安４年（１２８４年）「弘安 

の役」（鎌倉幕府軍は蒙古襲来を撃退） 

       [１９]応永９年（１４０２年）足利将軍義満、明の国書（義満を「日本国王」と 

呼ぶ）を受け取る 

       [２０]文禄元年（１５９２年）「文禄の役」（第１次朝鮮出兵） 

           慶長２年（１５９７年）「慶長の役」（第２次朝鮮出兵） 

       [２１]慶長８年（１６０３年）徳川家康、征夷大将軍となり、徳川幕府を開く 

       [２２]１６４１年：オランダ人を「長崎・出島」に移す（鎖国の完成） 

         ＊対中国（清）及び朝鮮との交易は継続する。 

       [２３]１６８８年：清国の船の入港数を年間７０隻に制限するとともに、１６ 

８９年：「唐人屋敷」を長崎に作る。 

       [２４]明治２７年（１８９４年）８月１日～明治２８年（１８９５年）４月：「日 
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清戦争」＆「下関条約」を締結 

＊直後の「ロシア、フランス、ドイツの３国干渉」により、日本は「遼東 

半島の還付」を余儀なくされた。 

         [２５]大正４年（１９１５年）１月：対中国「２１箇条の要求」（反日の要因と

なった）   ５月：「日中条約」締結 

      [２６]大正９年（１９２０年）１月：「国際連盟」正式加盟（常任理事国となる） 

      [２７]大正１１年（１９２２年）「日中山東条約締結」及び「日中山東還付条約」

を締結 

     「２８」大正１２年（１９２３年）中国、「２１箇条の要求」の廃棄を要求／日本 

は拒否 

      [２９]昭和２年（１９２７年）中国の反日運動激化／第１次山東出兵 

       [３０]昭和３年（１９２８年）済南事件（第２次、第３次山東出兵） 

      [３１]昭和３年（１９２８年）張作霖爆死事件（満州某重大事件） 

       [３２]昭和６年（１９３１年）９月１８日：満州事変起こる 

      [３３]昭和７年（１９３２年）上海事件起こる 

      [３４]昭和７年（１９３２年）２月：「国際連盟」リットン調査団来朝 

       [３５]昭和７年（１９３２年）３月１日：「満州国」建国宣言 

      [３６]昭和７年（１９３２年）１０月：「リットン調査団報告書」発表 

       [３７]昭和８年（１９３３年）３月：「国際連盟脱退」の詔書 

      [３８]昭和９年（１９３４年）３月：「満州国帝政実施」（溥儀皇帝となる） 

       [３９]昭和１２年（１９３７年）「日中戦争」起こる（盧溝橋事件） 

                   中国全土に戦線拡大／１２月：南京・杭州入城 

      [４０]昭和１３年（１９３８年）１月「国民政府を相手にせず」との近衛声明／

1 ０月：広東占領、武漢三鎮占領 

       [４１]昭和１５年（１９４０年）３月：「汪精衛、南京政府主席就任」 

      [４２]昭和１６年（１９４１年）１２月２５日：香港占領 

      [４３]昭和２０年（１９４５年）７月２６日：「ポツダム宣言」の発出 

        ＊日本への降伏要求の最終宣言として、「アメリカ合衆国大統領、英国総

理大臣及び中華民国政府主席」の連名で、大日本帝国（日本）に対し 

て「ポツダム宣言」を発出した。 

      [４４]昭和２０年（１９４５年）８月１０日：日本は「ポツダム宣言」の受託 

を通告 

[ ４５] 昭和２０年（１９４５年）８月１５日：「終戦の詔」のラジオ放送 

       [ ４６] 昭和２０年（１９４５年）１１月：国共の内戦始まる／１９４６年１ 

月国共停戦 

      [４７]昭和２４年（１９４９年）１０月：「中華人民共和国」成立 
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       [４８]昭和２７年（１９５２年）４月：「日華平和条約」調印 

      [４９]昭和４５年（１９７２年）９月：田中首相、中国を訪問 

         ＊「日中共同声明」の発表により日中国交の正常化なる。 

      [５０]昭和５３年（１９７８年）８月：「日中平和友好条約」調印 ／１０月： 

鄧小平副首相来日／「日中平和条約」批准書を交換（日本は福田赳夫総理 

大臣） 

      [５１]昭和５３年（１９７８年）１０月１７日：靖国神社の「松平永芳宮司」 

は懸案であった「Ａ級戦犯１４名（絞首刑７名+公判中病死２名+禁固刑受 

刑中死亡５名）」を「昭和殉難者」として「靖国神社合祀」を実施した。 

＊この事実は、昭和５４年（１９７９年）４月１９日の「朝日新聞報道」 

によって広く国民の知る処となった。 

            ＊昭和４５年（１９７０年）「靖国神の崇敬者総代会」で「Ａ級戦犯の 

          合祀」が決定されたが、当時は「宮司預かり」とされていた。 

           ＊昭和天皇は「A級戦犯の靖国神社合祀に不快感を持っておられ、「昭和 

５０年（１９７５年）１１月２１日」が「最後の天皇親拝」となって 

いる。 

       [５２]昭和６０年（１９８５年）８月：中曽根首相ほか閣僚の「靖国神社公式 

参拝」に関して中国から抗議声明が出された。これが「靖国神社Ａ級戦 

犯合祀問題」の始まりとなった。 

【備考】本件[５１]及び[５２]の扱いに関しては、「§１－６ 日本人による

『戦後日本人の国民性』に関する自虐的評価 【視点６】靖国神社へ

の「Ａ級戦犯１４名」の合祀問題の扱い」で詳述する。 

 

§１－５．韓国人の「戦後日本人の国民性」に関する評価 

 【視点１】韓国の対日外交に関する見解の整理  

[１]日本をどれだけ侮辱しても、面子をつぶしても、横暴を働いても、戦後の日 

本人は「言われるままで黙っていて、屈辱を受けても薄ら笑いをするだけで 

言い返さない。互いに冷静になろう。」と言うだけある。従って、韓国が「日 

本があらゆる面で悪い」と言い続ければ、日本は黙ってしまい、そのうちに 

「韓国の言い分を認めて譲歩する」はずである。 

       [２]戦後の日本は武力が弱く、平和憲法で自縄自縛しているから、軍事的には全 

く怖くない。 

[３]現に、日本の領土であった「竹島」を韓国が占領していても、日本は軍隊を 

派遣して取り返しには絶対に来ない。実効支配を今後も続ければ、 既成事 

実として「竹島」は韓国領土となる。韓国が調停において「歴史的事実関係」 

から負ける恐れのある「国際司法裁判所への提訴」には絶対に同意しない。 
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[４]「竹島の占領」は、韓国が日本統治から解放され後の「日本との領土戦争」 

   である。朝鮮動乱やベトナム戦争で戦った韓国軍が負けるはずはない。 

        [５]日本は「儒教を美化して高潔な人格を形成している善人の国」である。 

曾子「吾日三省吾身」の美徳は、日本においては江戸時代から３００年の寺 

子屋教育において、最も重要視された「日本人の徳目」とされていたが、現 

在の韓国にとっては「最も都合の良い徳目」である。 

     [６]「日帝の植民地支配」、「従軍慰安婦問題」、「歴史認識問題」（「歴史事実の認 

識の問題」ではない）を繰り出して行けば、文化的に下流の「隣国日本を 

世界中で貶めること」ができる。このような言いがかりの主張は、１，０ 

００年以上にわたり中国王朝の支配と渡り合ってきた「朝鮮王朝の両班階 

級」の末裔にとって、極めて生き甲斐のある得意な分野である。この場合、 

歴代の朝鮮王朝による「中国王朝に対する服属関係、貢女問題等」は、朝 

鮮半島における国家を維持して行く上での必要事項として「歴史の必然」 

であったとして正当化し取り上げない。一方では、「小中華」として対日優 

越性を主張することで溜飲を下げ、「大陸王朝との服属と屈辱の歴史」とバ 

ランスを取りたい。 

     [７]朝鮮王朝は、江戸時代を通じて、将軍の代替りや世継ぎの誕生に際して計 

             １２回の「朝鮮通信使」（朝鮮通信使１７０人～５００人程度の一行に、対 

馬藩からの案内や警備のため１５００人程度が加わった。全行程は往復８か 

月～１０か月程度を要した。）を日本に派遣した。 

その「朝鮮通信使」による「日本の国情視察報告書」では、大阪、京都、名 

古屋、江戸などの都市の隆盛状況、通貨政策（貨幣経済の普及）、水車など 

の農業生産技術の発達状況、教育の普及（識字率の高さ等）や出版状況（浮 

世絵色彩の素晴らしさ）などが詳細に記載されていたが、「日本の文化的・ 

技術的優位の事実は、すべて無視する」こととし、「小中華」を誇る韓国と 

しては「朝鮮通信使」による「小中華先進文化の下方日本への伝達」のみに 

歴史認識を限定する。 

      【参考文献】：[文献６] [文献７] [文献 11] [文献１９] 

【視点２】日朝関係の年譜の整理 

     [１]朝鮮の史書「三国史記」（「金富軾」編纂）の成立は AD１１４５年 

       ＊日本の史書「古事記」の成立は AD７１２年、「日本書記」の成立は AD７２ 

０年であるから、「三国史記」の成立は４００年以上の後れである。 

     [２]「三国遺事」（高麗の僧「一然」（AD1206～AD１２８９）による私撰の史書） 

は、「三国史記」からこぼれ落ちた説話を集めたもので、AD１２８０年頃に完 

成したとされる。このうち「檀君神話」に触れているのは４００字程度であ 

り、建国神話としては短い。 
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     [３]「衛氏朝鮮」の成立（BC１９４年～BC１０８年） 

      ＊BC１９４年、中国からの亡命者「衛満」は「箕子朝鮮の準王」を攻撃して 

追放し、「衛氏朝鮮」を建国。 

      ＊BC１０９年、漢の武帝は５万の大軍を朝鮮に攻め込ませた。 

      ＊BC１０８年、王倹城は落城し、「衛氏朝鮮」は滅亡した。 

     [４]漢による直接統治の時代―漢の４郡（BC１０８年～AD３１３年＝４２０年間） 

     [５]「三韓（馬韓、辰韓、弁韓）」の成立（AD100 年～AD６７６年） 

     [６]ＡＤ６７６年「新羅の朝鮮半島統一」 

     [７]ＡＤ６９８年「渤海国」の建国 

     [８]ＡＤ９３６年「高麗の朝鮮半島統一」 

     [９]ＡＤ1231 年「モンゴルの朝鮮侵略」始まる AD１２７０年～「三別抄の戦い」 

     [１０]ＡＤ1392 年李成桂「朝鮮王朝」を開く 

     [１１]ＡＤ１８９４年（明治 27 年）～１８９５年（明治２８年）：「日清戦争」に 

日本が勝利したことに伴う「大韓帝国」の成立 

    「１２」ＡＤ1910 年：日本による「韓国併合」 

    「１３」ＡＤ1919 年：「三・一独立運動」始まる 

    「１４」ＡＤ1945 年 8月：「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」での日本 

敗戦に伴う「朝鮮解放」 

     [１５]ＡＤ1948 年：「大韓民国」、「朝鮮民主主義人民共和国」の成立 

     [１６]ＡＤ1950 年：「朝鮮戦争」起こる 

     [１７]ＡＤ1961 年：朴正熙のクーデター起こる 

     [１８]ＡＤ1965 年：「日韓基本条約」調印   

＊朴大統領は「反日」ではなく「克日」を掲げ、日本からの大量の資金と 

 技術の提供を受けて「漢江の奇跡」と呼ばれる経済改革を推進し、国民 

の生活水準を飛躍的に向上させた。  

     [１９]ＡＤ1973 年 8 月：「金大中拉致事件」起こる 

       ＊後日、田中首相は朴正熙大統領からの親書を読み、「韓国中央情報部（Ｋ

ＣＩＡ）による金大中拉致誘拐を不問にする政治決着」に同意した。 

     [２０]ＡＤ1974 年 8 月：朴正熙大統領は韓国中央情報部長により暗殺される。 

     [２１]ＡＤ1988 年：ソウル・オリンピック開催 

     [２２]ＡＤ1997 年：金大中が大統領となり、韓国の左傾化が始まったとされる。 

 

§1-６．日本人による「戦後日本人の国民性」に関する自虐的評価 

  【視点１】日本の桎梏「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」における敗戦国の 

負い目 

     [１]先の「第 2次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」において、日本は負ける 
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侵略戦争に追い込まれ、敗戦国となった。この「負ける侵略戦争を主導した 

国家指導層（政治家及び軍人層）」に対する「戦争責任の追及と明確化」を厳 

しく自らの手で行っていないため、国際法と関係諸条約に照らした「適切な 

対外的戦後処理の基本方針」を国際社会に対して明示していないことは負い 

目である。 

      [２]戦後 70 年を経過しても、「国際連合憲章」第 53 条及び第１０７条の「第 2 

次世界戦争における敵国条項」の適用を受ける「敗戦国」であり、国際社会 

における日本の立位置を著しく不利にしている。「敵国条項」の適用削除なく 

して「常任理事国」には成りえない。 

 

【視点２】徳川幕府の「鎖国政策」に伴う損失と「国際言語による発信能力」の欠如 

    [１]「近世における日本と西欧列強との交流」は、1543 年（天文１２年）ポルト 

ガル船の種子島漂着・鉄砲伝来を嚆矢とするが、伝来技術（鉄砲製造技術、 

造船技術等）の習得・伝播は極めて早く、わずか 32 年後の 1575 年（天正 3 

年）の「三河・長篠の戦」においては世界最大級の「鉄砲３，０００丁」が 

使用された。 

     [２]西欧列強（ポルトガル、オランダ、スぺイン、英国）との貿易・交流は急速 

に進展し、キリスト教の信者は拡大し、貿易の利益を求めてキリスト教に改 

宗する大名も現れた。 

     [３]キリスト教宣教師の後（うしろ）にある「日本植民地化」の野望を知った豊 

臣秀吉は、1587 年（天正１５年）に「キリスト教宣教師を国外追放処分」と 

した。 

     [４]その後を引き継いだ徳川幕府は、1616 年（天和 2年）「外国船の来航を平戸・ 

長崎に制限する」ともに、1639 年（寛永 16 年）には「ポルトガル人の来航」 

を禁止した。 

     [５]1641 年（寛永 18年）には「オランダ人を長崎・出島に移す」措置により「鎖 

国体制」が完成した。 

     [６]以降、1853 年（嘉永 6年）の「米使ペリーの浦賀来航」、そして 1854 年（嘉 

永 7年）の「日米和親条約」の締結により日本が開国するまでの「1854 年― 

1641 年＝213 年間」、我が国は「完全鎖国体制」を取り、国民の海外渡航をも 

禁止して、自ら「近世の大航海・海外植民地獲得の時代、帝国主義時代の孤 

児」となってしまった。 

        [７]この結果、「単一民族としての純粋化」、「国際交流の欠如」、「言語活動の単 

一化」、「国民の海外雄飛の機会喪失」、「海外領土獲得機会の喪失」を招き、 

ひたすら「内向きの純粋大和民族」となったことは、民族発展の上で大きな 

損失となった。 
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[８]徳川幕府が支配する江戸の街では「箱根以東の関東平野が日本の中心であり、 

箱根から西は外国と考える島国根性」が生まれ、「極めて内向きで徳川幕府 

の支配秩序に従順な国民の気質」が醸成されていた。「鎖国による島国根性」 

は「国際言語による発信能力の欠如」を齎し、国際社会における民族発展を 

図るうえで「現代日本人の致命傷」となっている。 

 

 【視点３】日本人の「東アジアの歴史事実に関する知見」の欠如 

    [１]日本には四季の変化があり、日本人は「春が来れば雪は融けて流れるように、 

相手も水に流して忘れてくれる」と勝手に思い込む傾向があるが、韓国や中 

国では「恨みを水に流して忘れる歴史と習慣」は無い。 

また、韓国や中国での「一族の争い」とは「一族皆殺し」であり、「墳墓を暴

いて恨みを晴らす」のが普通のやり方である。そこまで徹底しなければ、大

陸や朝鮮半島では一族が生き残れない。 

     [２]「第 2次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」に際しての「中国や韓国にお 

      ける日本軍の侵略戦争の実態」について、日本政府は国民に対して「客観的 

な事実関係を教えていない」から、戦後の日本国民は「19世紀～20世紀にお 

ける東アジアの歴史の事実」について全くと言ってよいほど無知である。 

     [３]相手国である韓国及び中国の憲法の規定や学校における歴史教育の実状、侵 

略戦争の事実関係、「慰安婦施設の実態」等について無知であることは、国際 

社会における日本人の立場を決定的に不利とし、「戦争責任を認めない国」と 

して非難され、貶められたままである。 

     [４]日本は「19世紀～20世紀における東アジアの歴史」について「事実関係を客 

観的に整理」することにより「正しい歴史事実の認識」に基づいて国民の歴 

史教育を行い「戦争責任を明確にする」とともに、「相手国の虚偽の主張」や 

「日本軍の暴虐の誇張」に対しては、厳格に反論し弁明して行くべきである。 

 

 【視点４】近年における「遺伝子人類進化学」及び「古代東アジア考古学」の研究成果 

   【遺伝子人類進化学の分野】の研究成果 

    [１]身体の設計図である「遺伝子の総数は２～３万個あると言われているが、こ 

れらの遺伝子は「細胞の核の中の２３対の染色体」の中に収納されている。 

この２３対の１対が『性染色体』と言われるもので、「女性は同じＸ染色体１ 

対である」のに対し、「男性はＸ染色体+Ｙ染色体から成り立って」いる。 

     [２]精子と卵子の結合した受精卵が「Ｘ－Ｘ染色体の場合は女性」となり、「Ｘ－ 

      Ｙ染色体の場合は男性」が誕生する。「Ｙ染色体は男性だけに伝えられる」の 

で、現存する「Ｙ染色体」を調べると、途中で起きた変化（征服された民族 

のＹ染色体は置換され入れ替わる）とそれぞれの「Ｙ染色体の系統関係」が 
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確実に分かる。(「遺伝子人類進化学」の世界) 

２００２年に世界の遺伝子学者が集まり、共同研究機関において「Ｙ染色体 

グループの標準化」がなされ、「系統樹」も作成された。 

      [３]「日本人男性の遺伝子グループ」は多様であり、縄文時代以前から各方面か 

ら様々な人たちが日本列島へと流入し、「日本民族」を形成してきたことを 

示している。一方、日本列島では、外来民族に征服されたり、民族虐殺を伴 

う惨劇を経験することもなく、かつ、日本民族を圧倒するような移民もなか 

ったので、日本には「古くからのＹ染色体がその基本形を保ったまま、現代 

まで連綿として続いている」とされている。 

そして、「日本人男性のＹ染色体」は韓国人や中国人（北京）男性とは大き 

く異なり、遠く離れた関係にあるが、「日本人女性の遺伝子（ＭｔＤＮＡ）」 

は韓国人や中国人（北京）と類似しており、遺伝子的にも近いとされている。 

       [４]一方、韓国人男性の「Ｙ染色体」は、モンゴル人や中国人（北京）に近いも 

のとなっている。即ち、朝鮮民族は度重なる中国人（北京）、モンゴル人、満 

州族などの侵略により戦争に巻き込まれて来た。古くからのユーラシア大陸 

の諸民族の戦争の作法として「被征服民族の男性は奴隷にされたり殺された 

りした」が、「女性は殺されることなく生き延びて『征服者＝男性』の子供を 

産んで来たこと」が、朝鮮半島でも起きたのではないだろうか。韓国人男性 

の「Ｙ染色体」は世代を重ねる度に、次々と中国人（北京）、モンゴル人、満 

州人男性の持つ「Ｙ染色体」に置換され、入れ替わったと推測されている。                                                                                        

   【言語学分野】の研究成果 

     [１]日本語は「非常に古い時代に成立した混合語」である。 

       日本語は、言語学上「アルタイ語系のツングース語と同系統」と分類され 

       ており、文法面での共通点（主語・述語・目的語等の語順のほか、助詞、 

助動詞に相当する要素等）が多いが、接辞法など異なる要素もまた多い。 

[２]一方、歴史時代から交流が盛んであったと信じられて来た「中国大陸や朝 

  鮮半島の言語との系統関係」は有しない。日本語が周辺の他の言語と大き 

く異なるのは、孤立言語だからではなく、「上代日本語：縄文語」の成立が 

非常に古く、「縄文中期（ＢＣ２４００年～）には成立していたこと」を示 

しており、歴史時代以降に漢字を導入しても、大陸や朝鮮半島の言語の影 

響を受けなかったのである。 

   【考古学分野】の研究成果 

     [１]朝鮮半島における人類居住の歴史は、次のとおり整理されている。 

      （ⅰ）数万年（３～４万年）前：アフリカからやって来た人々が朝鮮半島に 

たどり着いた。 

      （ⅱ）１６，０００年前：青森で世界最古の土器が造られた。 
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       (ⅲ)１２，０００年前：朝鮮半島から人影が消えてしまう（半島人の絶滅）。 

        （この頃、南九州で南方起源を想わせる独自の縄文文化が展開する） 

      （ⅳ）７，０００年前：無人の朝鮮半島へ縄文人が渡って行き、朝鮮半島南部 

を居住地域とした。（この頃、日本列島で熱帯ジャポニカ米が栽培される） 

      （ⅴ）４，０００年前：縄文人が住んでいた朝鮮半島南部に北方から人々が侵 

入して来て、混血が進むところとなり、「朝鮮民族」が形成された。 

      [２]旧石器時代、朝鮮半島はほぼ無人地帯であった。即ち、朝鮮半島では旧石器 

時代の遺跡は５０か所（日本列島の旧石器時代の遺跡総数は３，０００～５， 

０００か所以上にのぼる）程度しか発見されておらず、ＢＣ１万年から５， 

０００年の間、「ヒトの気配」がしなくなったとされている。 

      [３]旧石器時代人は現在の朝鮮民族の直接の祖先ではなく、直接の祖先は約７，

０００年前の「新石器時代人」（縄文人）からであるとされている。約４，０

００年前からは北方からの人々の侵入を受けて「縄文人と北方中国人（北京） 

  の混血」として「朝鮮民族」が形成されたことになる。 

      [４]「縄文人の朝鮮半島における居住区域」は「朝鮮半島の南３分の１の地域」 

であり、この地域からは弥生式土器、それに伴う石器と類似のものがかなり 

多く出土しており、支石墓や前方後円墳も多数発見されている。 

[５]概していえば、①１２，０００年前から人影が消えた無人地帯の朝鮮半島の 

南部に、②７，０００年前から縄文人（日本人の祖先）が移住して定住して 

いた。その後、③４，０００年前から北方民族の侵入が始まり、征服に伴う 

混血を繰り返して、「朝鮮民族」が形成された。 

この結果、④「韓国人の男性の遺伝子」には「北方系の男子の遺伝子」が多 

く混じっているが、「韓国人の女性の遺伝子」は日本人女性の遺伝子と近く、 

「縄文人の遺伝子を受け継いでいること」が証明されている。 

 

【視点５】「日本国憲法」の条文の不適切な内向きの解釈 

     [１]「日本国憲法」は「敗戦国日本が軍事力を持った民族国家として再起するこ 

とを半永久的に許さない」（精神的に武装解除する）ことを目的として、ＧＨ

Ｑ（連合国軍最高司令官総司令部）のスタッフが１週間で起草した。中でも、

第 9 条は第 1 項が「戦争放棄」を、第 2 項が「戦力の不保持、国の交戦権の

否定」を規定しており、第９６条は「憲法改正手続き規定」として①各議院

の 3分の 2以上の国会発議、及び②国民投票での過半数の賛成」を規定して、

実質的に「憲法改正ができない厳しい条件」を仕組んである。 

     [２]加えて、戦後「6年６か月１３日の占領期間」を通じて左翼系の学者を「憲法

解釈の権威」として位置付け、この憲法を「平和憲法」・「不磨の大典」と崇

めるよう誘導した。 
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     [３]この憲法の効用として「平和憲法を盾として米国からの再軍備要求をかわす

ことができたお蔭で、我が国は高度経済成長を遂げることができたのだから、 

今後ともこの平和憲法を守るべき」との自己都合の議論が支配的であったの

は、国家の主権と領土を守る上で極めて危険な時代思想である。 

即ち、「日本国憲法」により日本国は完全に「精神的武装解除された国」とな

り、現在においても「中国の尖閣諸島に対する主権侵害」や「韓国の竹島の

不法占拠」に対しても、「平和的・友好的対応しかできない卑怯な非武装の国

家」としての外交しかできていない。 

     [４]これら平和主義者の意見は、「我が国は憲法の前文に示されているように『平 

和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生活を保持しよ 

うと決意した』のであるから、「万一、我が国の領土に対して外国から攻撃 

や侵略があった場合には、我が国の平和主義を諸国民に訴えれば分かって貰 

えるはずだし、国際連合の平和維持機能を信じてこれに委ねるのが我が国の 

基本方針である。」との驚くべき無責任な空論がなされてきた。戦後のわが 

国では、「国を守ることから逃げる卑怯な妄想的学者」が「進歩的であり平 

和を守る民主的学者」として崇められる風潮がはびこっているのは極めて危 

険である。 

     [５]世界の歴史において「非武装・中立・平和の祈り」だけで「国の独立が守れ 

た事例」はない。国際社会から見れば「まだ日本は憲法を改正していないの 

か」と不思議がられているのは、「我が国の国際感覚の無さと精神的武装解除 

されている奇異な国家であること」を証明しており、恥ずかしい限りである。 

        [６]「憲法は国の基本法」であっても、これを改正することを一切禁止されてい 

る「不磨の大典」ではない。国家を運営して不都合な点があれば「国の基本 

法である憲法を改正する議論」は躊躇うことなくなされるべきである。しか 

るに、我が国では「憲法改正の議論をすること自体が、憲法の改正に結びつ 

くことであるから、断固反対する。」との幼稚で奇妙な原理主義的護憲論が 

横行している。一方で、「改憲」を主張する論者の「単純皇国史観的発想の 

改憲案」は日本国の歴史と政治の貧困を象徴するものとして、憂慮される。 

「明治憲法」を制定する際には「30 に近い憲法草案」が競って提示され、国 

民の間で大いに各憲法草案の是非が比較議論されたことを想い起こせば、戦 

後の日本が「いかに幼稚で卑怯でいびつな国になっているか」と嘆かれる。 

 

 【視点６】靖国神社への「Ａ級戦犯１４名」の合祀問題の扱い 

      [１]靖国神社への合祀は、靖国神社の照会を受けて、遺族援護行政を所管する「厚 

生省引揚援護局調査課」が作成した「祭神名票」に基づき、「靖国神社崇敬者 

総代会」の決定を受けて、宮司が行う。（Ｂ．Ｃ級戦犯については、1959 年（昭 
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和 34年）に合祀済み） 

「Ａ級戦犯」については、1965 年（昭和 40年）に靖国神社から厚生省に対し 

て「戦犯を含む資料の送付」が依頼され、1966 年（昭和 41 年）に厚生省調査 

課長が「祭神名票」を送付した。1970 年（昭和 45年）に「靖国神社崇敬者総 

代会」において「Ａ級戦犯 14名の合祀」が決定されたが、扱いは「当時の宮 

司預かり」（筑波不二麿宮司）とされ、延期されていた。 

 [２]1978 年（昭和 53年）になって、新しい宮司（松平永芳宮司）が着任し、同 

年 10 月 17 日「Ａ級戦犯受刑者 14 名」を「昭和殉難者」と称して合祀した。 

また、靖国神社は、「東京裁判の有効性や侵略の事実を否定する」など、「Ａ 

級戦犯は戦争犯罪者ではない」として名誉回復の方針を見解として打ち出し 

た。 

     [３]「Ａ級戦犯の問題」の扱いに関しては、「Ａ級戦犯だけを合祀取り下げをして、 

別の場所に移すことはできないか」との打診に対して、「松平永芳宮司」は「い 

ったん合祀した魂を分けることはできない」との不動の原則論で一蹴した。 

しかし、この「靖国神社の見解」（実質は松平永芳宮司の個人的見解と解され 

る）は成文化されているものではなく、かつ靖国神社への合祀は「靖国神社 

崇敬者総代会」の決議によって決められているから、「合祀取り下げ」が「靖 

国神社崇敬者総代会」の総意によって再決議されれば、「合祀取り下げは不可 

能ではない」と解される。 

今後、「靖国神社崇敬者総代会」による「戦没者の英霊と昭和天皇の御心を忖 

度した『合祀取り下げの再議決』がなされること」を期待したい。 

      [４]靖国神社は、幕末動乱から「大東亜戦争」に至る「『天皇の戦争』における天 

皇側の死者を祀る歴史的・宗教的施設である」と、その役割を整理すること 

ができる。 

     [５]非宗教の「追悼・平和祈念施設」の設置については、議論が進まず、国民の 

合意は成立していないので、靖国神社は今後とも存続することになる。 

     [６]今後の対策として、「Ａ級戦犯１４名の分祀」が実現できない間は、中国や韓 

国の外交上の感情に配慮して、「外圧に屈してではなく、自国の戦争責任を自 

らの意思で明確にするとともに、昭和天皇の御意志を尊重して、政府としては 

靖国参拝を見合わせる」、「政府の公の場では、A級戦犯合祀問題には拘わらな 

い」と明確な態度を示すべきである。 

自由民主党等の「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」の集団参拝等は、 

国益を害する何物でもなく、直ちに取りやめるべきであると思料する。 

 

 【視点７】国際外交における「自国利益の主張の引け目」 

[１]国際外交において「自国の利益を堂々と主張する」ためには、「何が自国の 
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利益なのか」を明確に認識していなければならない。しかして、「何が自国の 

利益なのか」は「国際社会における自国の立ち位置は何処か」、即ち「自国の 

外交の基本方針は何か」について国民の間に合意が形成され、かつ「自国の 

立ち位置を国際社会において責任をもって担保する軍事的実力」が備わって 

いなければならない。 

       [２]我が国の戦後の外交方針は、「日本国憲法の規定」を遵守し、米国の「６年 

６か月１３日間」にわたる占領から独立する際に選択した「日米安全保障条 

約に基づく日米同盟関係」を基本としている。 

[３]この日米安全保障体制に反対する「平和主義・民主主義グループ」は、「日 

本国憲法を不磨の大典と崇め、非武装中立・戦争放棄・侵略戦争の懺悔と償 

い、日中友好を永遠に維持する」ことを基本路線としている。 

そして、「外国の軍隊が攻めてきたり、領土を侵略・占領した場合」には、「我 

が国は戦争を放棄した平和国家であるから、平和を祈り、国際連合に訴えて 

解決して貰えばよい」と主張し、「国家の主権、国土の防衛責任」を放棄して 

恥じない。  

また、「日中友好」とは、「中国の主張に全面的に迎合することであり、中国 

の主張と要求に唯々諾々として従う」ことを意味している。 

このような「平和主義・民主主義グループ」の外交政策は「戦争に反対し、 

武力を持たない平和を守る国家像こそ戦後日本の取るべき道である」とする 

妄想的・自己都合の思考の成果であり、「知的退化と倭人化」の極みである。 

    [４]「韓国による竹島の不法占拠」、「中国による尖閣諸島の領海侵犯」、「北朝鮮 

による日本国民の拉致」問題に対しても、国際外交の場において、我が国の 

要求を強く不退転の決意で主張したことがない。 

    [５]日本の戦後外務省の外交官僚の卑怯・卑屈な外交 

     （ⅰ）「国家の外交とは軍事力に裏打ちされた範囲でのみ可能」であることは厳 

しい現実であり、その国の主張は軍事力が無ければ相手にされない。戦後 

の日本は、戦争を放棄し、実戦的戦力を保持していないので、「外交の手 

段は資金を提供すること及び食事をご馳走して情報を貰うこと」に限られ 

ている。 

(ⅱ)「戦力を保持しない国家が国際社会で無視され・軽蔑される」ことはあっ 

ても、「国際外交を議論する場で１人前の主体的国家として尊敬されるこ 

とはない」のが現実である。 

      (ⅲ)戦後の外務省の外交官は、「民主的・平和主義の教育を受け、外交官試験 

        に合格した官僚である」ため、外交官として誇り高く、「最後は複数の国 

の大使（最高の目標は駐米大使）を歴任して、豊かな外国勤務手当で貯え 

を作り、退官後は勲章を貰い、優雅な暮らしを継続すること」が入省の目 
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的となっている場合が多い。「自分の属するスクールの相手国」に嫌われ 

る主張は強くはせず、「身命を賭して国家の利益を貫く気概の外交官」は 

少ない。 

     [６]今後の日本の外交方針は、 

       ①「米英と同盟協力関係を結ぶ民主主義と自由主義経済体制を共有する西太平 

洋の国」との立ち位置を維持する。 

      ②ＧＨＱ(連合国軍最高司令官総司令部)が草案を与えた「日本国憲法」を基本 

的に維持するとともに、「日米安全保障条約」を堅持して、「核武装を望まず、 

中規模の軍事力に止めて米国の不安感を招かず、米国の太平洋地域の覇権の 

維持に協力する中級海洋国家であること」が「日本を繁栄させる外交基本方 

針」として適切である。 

③中国の抬頭に伴う「太平洋地域における米中覇権の争い」に関しては、「海 

       洋国家である米国と同盟関係を維持すること」が、中國との適当な距離感を 

保ち中国の覇権に対抗する上で不可欠である。また、「米中間の太平洋地域 

の覇権を巡る対立」がある限りにおいて、日本は「米国にとって大切な太平 

洋の同盟国としての価値」を与えられることを忘れてはならない。 

 

 

 

第２章 我が国の「移民政策」と母国の戦争に翻弄された「日系人」の苦難 

 

§２－１．「移民」と「植民」の相違 

 「新明解国語辞典」（三省堂）によれば、「移民」と「植民」は明らかに意義が異な 

っている。 

   【移民】（Ｉｍｉｇｒａｔｉｏｎ）＝労働する目的で母国を離れて移住する人 

（安住の地を求め、母国から新しい国に移住し、そこに骨を埋めようとする 

人々：日本の場合、北米、南米、中米への移住が概ね該当する） 

   【植民】（Ｃｏｌｏｎｉｚａｔｉｏｎ）=海外にある未開拓の新たな土地に、経済開 

発を目的として移住・定着すること。 

      （第 2次世界大戦までの台湾、朝鮮半島、満州、南樺太等への開拓農民は、「植 

民」に該当すると言える。これらの「植民をした人々」については、敗戦後 

すべて入植地から引き揚げているので、本稿では記述の対象とはしない。） 

   

§２－２．日本人の「移民」の実態は「出稼ぎ労働者」 

   (１)日本政府は、明治維新～第 2次世界大戦終了までの間、「契約をしたうえで一定期 

間、海外に出稼ぎ労働をする人」を「移民」と名付けた。明治・大正・昭和初期 



 

 

総合知学会誌 Vol.2015/1 

194 

 

の貧困と失業に喘いでいた日本には、溢れるほどの労働力があった。そして、貧 

しさゆえに「海外に出稼ぎに行き、成功して、家族のために仕送りをする」とと 

もに、「故郷に錦を着て帰ること」が人生の夢であった。そのため、低賃金労働を 

厭わず、勤勉に働き続けたため、移民先の国々から嫌われる宿命を持っていた。 

    （２）日本人の移民先としては、ハワイ、アメリカ本土、南米、中米等の国々に向け 

て組織的に行われた。 

（３）日本において国際常識の「移民」が行われるようになったのは、第 2次世界大 

戦後のことである。 

 

§２－３．「日本人移民」の職業上の適性と「日系人排斥運動」 

  （１）民族には、それぞれ職業の適性がある。江戸時代を通じて築かれた「産業哲学」 

（「一生懸命に仕事に励むことが仏道修業である」と教える『石門心学』の世界） 

を受け継ぎ、明治教育の精華として「集団で一糸乱れず作業すること」が見事 

である日本人は、「物作り」を得意とした。 

  （２）日本人が苦手とする職業分野は、「壮大複雑な計画の立案・遂行を求められる分 

野」と、「力仕事」の分野である。世界の男たちの体格を見ると、日本人は下半 

身は強いが、上半身はそれほど強くはないため、概して日本人のパワーは米国 

人、ロシア人、中国人、朝鮮人には及ばない。従って、力仕事、例えば機械化 

が余り進んでいなかった鉄道敷設工事には、日本人より中国人が適していた。 

  （３）「日系移民が特徴を発揮した職業」は、「計算が上手でかつ几帳面である」（頭が 

よく賢いということ）ため管理業務に優れており、かつ「丁寧で誠実な対応を 

する」ため、理髪店、クリーニング店、小売店等であったと言われている。 

 

§２－４．「日英同盟」の締結による「日露戦争」及び「第 1次世界大戦」の勝利と「日系 

人」 

   （１）１９０２年（明治３５年）の「日英同盟」の締結による「日露戦争」（１９０４ 

年（明治３７年）２月～１９０５年（明治３８年）８月）の勝利（１９０５年 

８月）と「ポーツマス条約」の調印は、「帝国主義国家」としての日本の国際的 

地位を高めるともに、「海外における日系人移民の社会的地位の向上」をも齎し 

た。 

  （２）１９１１年（明治４４年）には、「日米、日英、日独修好通商航海条約」の締結 

により、かねての悲願であった「関税自主権」を回復した。 

  （３）１９１４年（大正３年）８月には、ドイツに戦線布告して「第１次世界大戦」

に参戦して多くの戦果を獲得するとともに、１９２０年（大正９年）には「国

際連盟」に正式加盟し、「常任理事国」となった。 

  （４）このような「日本の帝国主義的膨張」に対する国際社会の警戒心は強くなり、 
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以降、「日本の帝国主義的膨張を封じ込めるための国際会議」が続々と開催され 

るところとなった。１９２１年（大正１０年）「ワシントン会議」の結果として 

の「４国協定」（日米英仏）の成立に伴って「日英同盟」は破棄され、続く１９ 

３３年（昭和８年）の「国際連盟脱退」により、我が国の外交は漂流すること 

となった。 

その後、「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」（１９４１年（昭和１６ 

年）１２月～１９４５年（昭和２０年）８月）の敗北により「日本の対外進出 

は完全に破綻」して、領土的には「明治維新の振り出し」に戻らされるところ 

となった。 

 

§２－５．「第 2次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」に翻弄された「日系人」の苦難 

   （１）１９４０年（昭和１５年）９月の「日独伊三国軍事同盟条約」調印に続く、１ 

９４１年（昭和１６年）１２月８日の「日本軍の真珠湾攻撃」と「対米及び対 

英宣戦布告」により始まった「第２次世界大戦・太平洋戦争」は、北米（ハワ 

イ、米国西海岸及びカナダ）、南米（ペルー、ブラジル等）における「移民とし 

て居住する日系人」に対し、「敵性国家からの移民」としての過酷な運命を齎し、 

「在米日本人及び日系人」は母国の戦争に翻弄されることになった。 

特に、米国及びカナダでは、「相手国政府による人種差別政策を背景にした在米 

日本人及び日系人の財産没収、太平岸から内陸部への強制移動・隔離」が行わ 

れ、日系人を絶望のどん底に陥れた。「在外同胞の立場に配慮しない母国の外交 

政策の失敗」そのものである。在米日本人及び日系人の収容は１９４４年に終 

わり、米国では旧住所に戻ることができたが、カナダでは１９４９年まで帰郷 

が許可されなかった。 

  （２）１９４５年（昭和２６年）８月１５日「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋 

戦争」が終わると、米国とカナダにおける日系人は「強制収容と財産没収に対 

する補償問題」を勇敢にも提起した。 

多くの日系人には「国家補償はありえないもの」と信じられていたが、日系人 

運動家の勇気ある努力と、それに協力した一般市民の力によって徐々に国民や 

議会の中に理解が広まっていった。そして、運動を始めて数十年後に成果を見 

ることになった。（後述：§２－６．参照） 

  （３）１９５１年（昭和２６年）９月９日の「サンフランシスコ講和会議」における 

「サンフランシスコ平和条約の調印」、１９５１年（昭和２６年）９月１３日の 

「駐日２３か国外交代表との直接外交権の回復」により「大方の太平洋戦争の 

相手国との戦争状態」を終わらせた。そして、「１９５２年（昭和２７年）４月 

２８日:サンフランシスコ平和条約の発効」により「日本は独立を回復」した。 

その後、日本は、１９５２年（昭和２７年）４月に「日華平和条約調印」、１９ 
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５２年（昭和２７年）６月に「日印平和条約調印」により、それぞれ外交関係 

を回復した。 

  （４）なお、満州国、台湾、朝鮮への植民については、敗戦後、すべての日本人は引 

き揚げたので、本稿では記述を省略する。 

 

§２－６．戦後における米国及びカナダによる「日系人に対する強制収容、財産没収に関 

する謝罪と補償」 

   （１）米国における「国家的謝罪と個人に対する補償」 

      （ⅰ）１９８０年（昭和５５年）、米国議会は超党派の「戦時民間人再配置・収 

容に関する委員会」（バーンスタイン委員長）を設置した。 

      （ⅱ）１９８３年（昭和５８年）、同委員会は「否定された個人の正義と題する 

報告書」を全会一致で採択した。 

この報告書は、主として「日系米国人を総移動させ、抑留した失策を明らかに 

したもの」で、「法的根拠とされた行政命令第９０６６号は、軍事的必要性に 

基づくものではなく、人種的偏見、戦争ヒステリー、政治的リーダーシップの 

欠如によるもので、政府は国家として謝罪し、一人当たり２万ドルの補償を行 

い、更に、こうしたことが２度と将来繰り返されない為、５千万ドルの基金で 

公共教育を行うこと」を勧告した。 

  （２）カナダにおける「国家的謝罪と個人に対する補償」 

    （ⅰ）１９８８年（昭和６３年）９月２２日、オタワの「カナダ連邦下院議会」 

において、ブライアン・マルローニ首相は「日系人に対して公式に謝罪し、 

戦時緊急措置法などによって罰せられた日系人の犯罪記録を抹消し、個々人 

に対する補償を行うこと」を表明した。 

    （ⅱ）この方針は、同日付で「カナダ政府と全カナダ日系人協会との間の合意条 

件」として、カナダ政府により「承認」された。 

【承認書に記載されているカナダ政府の措置】 

①第２次世界大戦中及び戦後の日系カナダ人の取扱いは不当なものであり、 

今日理解されている人権の原則を侵害するもであったことを承認する。 

        ②政府の権限を最大限に行使して同様な事態が起こらないよう努めること 

を誓う。 

       ③多大な圧迫や苦難にも拘わらず、終始カナダに対する献身的態度と忠誠を 

守り続け、カナダ国民の発展に多大な貢献をなしている日系カナダ人の不 

屈の精神と決断力とを認め、これに大いなる敬意を表する。 

     【承認された具体的補償措置】 

①個人補償：２万１千ドル。 

②「全カナダ日系人協会」を通じて、日系カナダ人社会に対して１２００万 
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 ドル等。 

§２－７．戦後の「移民政策」と「中南米日系人の労働回帰」 

   （１）戦後の日本においては、過剰人口の解消と貧困からの脱却・新天地での成功を 

期待して、移民政策は復活され、ブラジル移民、ボリビア移民等が積極的に再 

開された。 

        しかし、昭和３０年代になると、我が国は高度経済成長が軌道に乗り、国内で 

は「人手不足」の状況を呈し始め、海外への移住の希望者は激減し、逆に、日 

本の労働者市場への「技術研修」の名目で、中南米（ペルー、ブラジル、ボリ 

ビア、チリ、パラグアイ等）からの日系人２世・３世の「日本回帰」が見られ 

るところとなった。 

   （２）彼ら「日本回帰した日系人２世・３世」は、既に現地に同化して日本語の教育 

を正式には受けていないので、「技術研修」と併せて「日本語の教育」及び「日 

本の歴史・文化に関する教育」の機会を十分に与えられる必要がある。 

  （３）そして、日本の外交も「彼ら在外日系人の国際的地位を向上させる」ために、 

十分な配慮をすることが求められる。 

         【参考文献】：[文献１]「文献２」[文献３] [文献４] 

 

 

第３章 ２１世紀における「日本再生の国家像」と「国際社会における日本人 

士像」に係る基本的視点 

 

§３－１．「上代からの民族歴史上の主な出来事」と「２１世紀における日本再生の国家像」 

（１）縄文文化と上代日本語の成立 

 （ⅰ）日本人の祖先は旧石器時代の約３万年前に北東アジアからやって来た。新石

器時代の約２万年前に、北方からは「北方シベリアからの新人」が、南方から

は「南方スンダランドからの新人」が日本列島に流入した。１万６千年前には、

「青森で世界最古の土器」が作られ、１万２千年前には南九州で「南方起源と

思わせる独自の縄文文化」が展開し、稲作の痕跡が発見されている。 

私たち「日本人の主な祖先」は、１万年以上にわたり日本列島の主人公であり 

続けた「縄文時代の人達」であった。 

   （ⅱ）先史時代以来、日本列島は外国勢力に征服されたり、大量の移民を受け入れ 

たことはなかった。弥生時代以降に渡来した人達は人数が少なく、現代日本人 

の「遺伝子プール」にほとんど影響を与えなかった。 

   （ⅲ）「上代日本語」は、縄文中期（ＢＣ２，４００年～）以降の長い時間をかけて 

「東シベリアの現代ツングース諸語」（主語・述語・目的語等の語順の他、助詞、

助動詞の相当する要素等が同じ）と「現代オーストロネシア諸語」（接辞法が類 
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似）との「混合言語」として成立したとされている。この間、言語学的に「上 

代日本語：縄文語」は日本周辺の他の言語（中国語や韓国語）の影響や干渉を 

受けていない。 

   （ⅳ）「世界最高の縄文土器の制作」や「稲作の早期普及」は、「日本列島がシナ大 

陸や朝鮮半島より優れた文明を有していたこと」を示しており、「弥生人や稲作 

がすべて朝鮮半島経由で伝来した」という「自虐的・自己卑下の歴史観」を根 

本的に否定するものである。 

   （ⅴ）朝鮮半島との関係 

      朝鮮半島では「旧石器時代」以降、ＢＣ１万年～ＢＣ５，０００年までの間 

は「無遺跡時代」とされており、「朝鮮半島には住民がほぼ絶滅していた時代 

がある」とされている。 

ＢＣ５，０００年以降、「日本列島から朝鮮半島への縄文人の移住」が始まり、 

「縄文遺跡」が現れるようになる。以降、縄文人の朝鮮半島への移住、交流の 

時代が続き、出土する遺跡分布から「朝鮮半島の南３分の１」は「縄文人の居 

住区域」となっていたことが示されている。 

      このような事実は、最近の「遺伝子人類進化学」の成果によっても裏付けさ 

れている。従って、「韓国語は上代日本語と北方シナ語の混合語として形成さ 

れた」とするのが合理的である。 

     （ⅵ）日本は「同文・同種の国家」を有しない「単独・自立の国家として９，０ 

      ００年の歴史を有していること」が「歴史の事実」である。 

      【備考】「第１章 §１－６日本人による『戦後日本人の国民性』に関する自 

虐的評価 【視点４】近年における「遺伝子人類進化学」及び「考古 

学」の成果について」の項を参照のこと。 

 

  （２）「自然の万物に神が宿ること」を感得する崇高な精神と「神道の自然発生」 

     (ⅰ)日本列島（沖縄から北海道まで）は南北に長く、四季の変化があり、自然風 

景が美しいので、自然生活環境と自己との関係において「万物に生命の神が宿 

ること」を感得する崇高な精神が発達し、「禊（みそぎ）をして、清明の心を 

持って神を崇めること」を基本とする「神道の自然発生」を見ることとなった。 

    （ⅱ）「神道の自然発生の時期」は当然明らかでないが、「美しく荘厳な社を建てる」 

遥か以前から、「自然の万物に生命の神が宿るとして崇め奉る儀式」は縄文人の 

「崇高な精神の発露」から「四季折々の生活の行事」として自然発生していた 

と思料する。日本古来の神道は「自然の万物に生命の神が宿る」、「人間は自然 

の恵みと営みによって生かされている」、「神を崇め奉ることにより、自分もま 

た神と合一できる」、「人は死んだら、魂は神となる」との「縄文人の神性の感 

得」から自然発生したものと考える。 
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（３）徳川幕府の「鎖国政策」と「民族の海外進出機会の逸失」 

   （ⅰ）近世における日本と西欧列強との接触・交流は、１５４３年（天文１２年） 

の「ポルトガル船の種子島漂着・鉄砲伝来」を嚆矢とするが、伝来技術の習得・ 

伝播は極めて速く、わずか３２年後の１５７５年（天正３年）の「三河・長篠 

の戦い」においては、当時としては世界最大級の「鉄砲３，０００丁」が使用

され、また１５７８年（天正６年）６月～１１月の「第２次木津川沖海戦」で

は世界最先端の「大砲３門と鉄板の装甲を張り巡らせた大型軍船７艘」が使用

された。戦国時代末期（１６世紀後半～１７世紀初頭）の日本は、「世界最高

の軍事力と戦闘力」を発達させていたと言える。 

（ⅱ）西欧列強（ポルトガル、オランダ、スペイン、英国）との貿易は急速に進展 

し、逆に、日本人も海外に雄飛して交易を行い、民族的活躍の場は大いに拡大 

した。 

   （ⅲ）しかし、国内にキリスト教信者が増加するに伴い、キリスト教に改宗する大 

名も現れて、「キリスト教宣教師が領内の統治に干渉する事態」も生じ、背後 

の「植民地化と領土的野心」も顕著となった。このことを知った豊臣秀吉は１ 

５８７年（天正５年）「キリスト教宣教師を国外追放処分」とした。 

   （ⅳ）続いて、国内の支配体制を固めることを主たる目的とする「関東平野を拠点 

とする内陸的思考の徳川幕府」は、約４０年をかけて「鎖国体制を完成」（１ 

６４１年）させ、外国との貿易を「長崎出島におけるオランダとの貿易」だ 

けに限定するとともに、「日本人の海外渡航及び海外日本人居留者の帰国」を 

も禁止した。 

この措置により、日本列島の住民は「海外との交流」、「海外への進出・領土の 

獲得」の機会を「徳川幕府の支配存続という私的目的」によって制限され、民 

族発展の歴史の上で計り知れない損失を被ることとなった。 

    （ⅴ）１８５３年（嘉永６年）の「米使ペリーの浦賀来航」を直接の契機として 

     １８５４年（嘉永７年）の「日米和親条約」の締結により日本が開国するまで、 

実に「１８５４年―１６４１年＝２１３年間」の長きにわたり、我が国は自ら 

の意思で国を閉ざし、「近世の大航海による貿易・海外植民地獲得・帝国主義 

列強の時代に乗り遅れた孤児」となったのである。 

戦国時代の「日本民族のエネルギーが爆発した最初の時代」を終わらせ、２１ 

３年間の長きにわたる完全鎖国政策により、日本国民を「自閉症の民族」とし 

た徳川幕府の責任は重大であり、この間の民族歴史上の損失は計り知れない。 

 

  （４）明治維新以降における「海外移民政策」 

   （ⅰ）明治政府は、徳川幕府末期の「開国政策」を発展させて、各国と通商航海条 
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約を締結して、「国民の海外渡航と海外移住」を自由化した。この海外移住自 

由化措置に反応したのは、主に「明治維新に乗り遅れた諸藩の住民」や「生活 

向上を求めて海外雄飛を志す日本社会では下層の人達」であり、「知識と教養 

のある上流階級の出身」ではなかった。 

   （ⅱ）「米国への移民の歴史」を見ると、最初に米国社会に姿を現わしたのは、「大 

陸横断鉄道工事の中国人労働者の不足を補う線路工夫」、「米国人の家庭に住み 

込む家事労働者」、「過酷な労働に耐える農園労働者」等であった。これらの日 

本人移民は「貧困から抜け出し、一旗揚げる」との強い意欲を持っていた。 

外観は「無一文で、知識と教養がなく、身体は小さく卑屈で、いかなる労働に 

も勤勉に働き、貯蓄に励む東洋人」であった。このような姿の日本人移民が白 

人を中心とする米国人の尊敬を受けることは極めて困難であり、「白人労働者 

の職を奪う人種」として警戒された。 

   （ⅲ）このような日本人移民を巡る社会的情勢の中で、１９４１年（昭和１６年） 

１２月８日の「ハワイ真珠湾攻撃」による日米開戦を受けて、「日系移民の強 

制収容所への隔離と財産没収」という過酷な運命に遭遇する処となった。 

「海外移民や居留民の立場に配慮しない戦争政策」は、民族の利益を大きく損 

なうことを歴史の教訓とすべきである。 

   （ⅳ）「第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争」に敗れた後の「満蒙開拓団の引 

揚げ」、「シベリア抑留」、「樺太開拓民の引揚げ」などに対する「日本国政府の 

置去り政策」等は、民族歴史の汚点であり、痛切に反省しなければならない。 

 

（５）戦後の「海外移民政策」と「戦争花嫁」の苦難 

   （ⅰ）１９４５年（昭和２０年）８月の敗戦後、過剰人口の解消と新天地における 

成功を夢見て、移民船による南米及び中米への農業移民が積極的に行われたが、

政府による現地調査が不十分であったため、現地で与えられた土地は条件が悪

く、「農業には全く適しないケース」が多かったとされる。また、本国政府によ

る支援は少なく、連絡も十分でなく、まさに「棄民に近い移住」であったため、

移住した人達の苦労は並大抵ではなかったのである。それでも、「日本人の魂」

と「日本文化」を失わず、「日本人の誇り」を維持して、「大方の人が農業移民

として成功を遂げている」のは、敬意を表するに値する。 

 

（ⅱ）戦後、「進駐軍の花嫁として米国に渡った日本人女性『戦争花嫁』の苦難」に 

ついては語られることが少ない。進駐軍の兵士は、日本においては現役の兵士 

であり、着ている服はピカピカで、食べている食料は豊かで、かつ女性には一 

見親切であった。「夫である米軍兵士と米国に渡れば、更に豊かな暮らしが続く 

であろう」と期待して渡米して見ると、帰国後の夫は「退役した失業者」とな 
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り、かつ、親族からは、例え「日本社会では英語の素養のある上流クラス出身 

の女性」であっても、「敗戦国から連れて来た東洋人女性」として歓迎されず、 

若しくは差別されることが多く、肩身の狭い辛い想いの日々であった。 

失業者となった夫は、ある晩突然行方不明となり、日本人女性の「戦争花嫁」 

が「アメリカの大平原の真ん中で子供を抱えたまま置き去りにされるケース」 

が多かったと言う。各都市に設置された日本領事館の「領事」の仕事は、この 

ような「路頭に迷う戦争花嫁の救済が主たる業務であった」と聞いた。戦争花 

嫁の苦難は言葉に言い尽くせないものがあったのである。 

 

(ⅲ)それでも、「米国に渡った戦争花嫁の女性たち」は「明治教育の精華」として 

「家族を大切にして日本人の心と誇り」と「日本文化」を失わず、「生まれた子 

供達をしっかりと教育した」お蔭で、「日系２世の子供達」が「母親の祖国・ 

日本を誇りに思い、上昇意欲を持ち社会的成功を収めていること」に留意すべ 

きである。これら「日系２世・３世に対する母国からの情報及び日本文化の提 

供」は、更に一層拡充継続される必要がある。 

昭和３０年代～４０年代の米国各地の「日本人会」の創設者や世話役は、肩身 

の狭い辛い想いの日々に耐えた「戦争花嫁として米国に渡って来た日本人女性 

達」であった。彼女たちは「集まって語り合う」ことによって「米国社会での 

孤独を慰め、日本女性として生きる望みを奮い起した」のである。 

 

  （６）企業の「海外駐在員」と帰国本能 

      戦後の経済復興と我が国産業の海外進出に伴い、多くの企業の社員が「海外駐 

在員」として海外に勤務し、居留しているが、その日常では「日本国を背負う 

民間外交官」としての役割を求められる。 

しかし、「日本人の海外駐在員の気質」としては、「現地に一時駐在するが、任 

期終了後は帰国して畳の上で死にたい」と願望するのが特徴である。 

このような海外駐在員の帰国本能は、中国人や韓国人の「現地で生き延び、そ 

こに骨を埋める」との気概とは異なっており、「帰国により現地に足跡を残さ 

ない」から、「内向き志向の日本人の気質」は今後の日本民族の海外展開を図 

る上で大きなマイナスとなろう。 

 

（７）戦後日本の弱体化の様相 

 （ⅰ）昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の詔」以降、「日本は敗戦国」 

    となり、米国を中心とする占領軍による「６年６か月１３日間」に亘る「日本 

占領統治下」に置かれ、明治維新により鋭意作られた「大日本帝国」は見事に 

解体された。そのもっとも効果を上げ、現在も日本を「歪んだ幼稚な精神（精 
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神年齢１２歳）の国家」に止めているのが、「新聞・報道の検閲」と「ＧＨＱ 

（連合国最高司令官総司令部）のスタッフが１週間で草案を作成し提供した 

「日本国憲法」である。戦後７０年の間に「日本国憲法」と「教育基本法」等 

による平和教育により、日本社会は確実に弱体化している。 

   （ⅱ）「戦後日本の弱体化の指標」としては、民族資質の劣化と人口再生能力の低下、 

      国家目的意識の喪失と自虐的否定、産業・経済の弱体化、国内統治能力の劣 

化、世界史の深層歴史観の欠如、国際外交能力の欠如・東アジア外交の稚拙、 

報道界・言論界の幼稚化・倭人化、琉球処分と「沖縄問題の宿啊化」等が挙げ 

られる。これらの弱体化の要因としては「国内要因」と「国際要因」が相乗し 

ているが、国政における「『戦後日本の弱体化』を克服するための体系的施策」 

は構築されていない。  

 

（８）２１世紀における「日本再生の国家像」 

     これらの「戦後日本の弱体化の諸問題」を克服するための「日本再生２１世維 

新」とも呼ぶべき「国家としての再構築」が急がれる必要がある。 

その「日本再生２１世紀維新」に成功した後の『２１世紀再生日本』のイメー 

ジは、（ⅰ）成功し過ぎた米国による日本占領政策を修正するための「日本国 

憲法」の部分的改正（第９条、第９６条）を行い、外交の自主性と主体性を回 

復した「核兵器を持たない軽武装」の「積極的平和主義」を主導する「東アジ 

アの中級海洋国家」であり、（ⅱ）「言語と国籍の門戸開放」を行った「活力あ 

る開かれた日本社会」でなければならない。 

(詳しくは[文献２３]「『戦後日本の弱体化』を克服するための『日本再生の 

処方書』」（与志耶劫紀著）を参照のこと） 

 

§３－２．「国際社会における日本人士像」に関する基本的視点 

 （１）１８５９年（安政６年）：江戸時代末期の「醜い日本人像」 

   （ⅰ）２１3年間に亘る「徳川幕府による完全鎖国政策」を、１８５９年（安政６年） 

欧米列強の強請に押されて開国して以来、開港した３港（神奈川、長崎、箱館） 

において、来航し上陸した欧米人・キリスト教徒に映った「日本人の姿」は、 

「誠に奇妙な風俗と習慣」を示していた。 

即ち、①チョンマゲ等の髪型、②貧相な体格と体型、③下卑た笑いを取る会話、 

④前合わせの衣服と下着類（ふんどし、腰巻等）、⑤公衆浴場の混浴、⑥遊郭・ 

女郎屋の繁盛、⑦春画の氾濫、⑧性病退散を祈願する村落入口に建てられた男 

根像等が、「日本の風俗・習慣」として写真に撮影され、面白おかしく、「侮蔑 

と差別の対象」として文書記録により本国に報告されるとともに、大量の日本 

の文物資料が興味と関心の対象として「２束３文」に値切られて持ち出された。 
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（ⅱ）これらの「醜い日本人像」に関する情報は、明治維新以降、戦後の昭和時代 

を通じて当該国に意図的に温存され、「東洋人である日本人に対する優越感の 

具体的事由」として当該国（イギリス、フランス、米国等）の教科書にも意図 

的に掲載が残されるところとなっていた。 

 我々は、「国際社会における２１世紀の日本人士像」を探るとき、１８５９年 

（安政６年）開国時の「江戸時代末期の醜い下卑た日本人像の克服」から出発し 

なければならない。 

 

（２）日本男子古来の理想像『もののふ（武人）』は「日本人の魂（こころ）の源流」 

     (ⅰ)日本では、九州王朝時代の朝鮮半島への出兵と交戦、飛鳥時代～白鳳時代～奈

良時代の「氏族社会」を通じて、「日本男子の理想像」として「武勇をもって

大君に仕え、我が国の領土を守るために戦場で戦う武人」＝『もののふ（武人）』

（物部氏続の名称からた来たとの説もある）のイメージが確立され、和歌にも

多く詠まれている。 

     (ⅱ)『もののふ（武人）』は、「私心を持たず、死を賭して大君に仕える至誠の魂（こ

ころ）」を持っており、「海行かば」（大伴家持）の長歌に象徴される。 

       「海行かば水漬（みず）く屍  山行かば草生（くさむ）す屍 

        大君（おおきみ）の辺（へ）にこそ死なめ 

        かへり見はせじ」（大伴家持） 

   （ⅲ）明治維新以降は、新しい「近代的国民国家」を形成するため、明確な意図を

持って身分制度「士農工商」の最上位にある「士」＝「武士階級」の特権は

廃止された。 

       この結果、「明治政府による日本人の理想像」としては、「武士道精神」の「侍

（さむらい）」ではなく、神道の精神に溢れた「日本男子古来の理想像『もの

のふ（武人）』 が「日本人の魂（こころ）の源流」として復活された。 

国学者：本居宣長の和歌 

「敷島の大和心を人問はば、朝日に向かう山桜花」 

に象徴される精神世界が「日本人の魂（こころ）の世界に相応しい」として

教育等の場において盛んに強調された。戦後７０年を経た現在でも「日本人

の魂（こころ）の源流」は、『もののふ（武人）』である」と言える。 

なお、鎌倉時代～江戸時代を通じて日本の支配階級であった『武士（侍）』の

イメージについては、「§３－４」において記述する。 

 

（３）「尊敬される日本人士像」と「畏敬される日本人士像」 

 （ⅰ）「尊敬」と「畏敬」の違い 

     「新明解国語辞典」（金田一京助監修）（１９９７年１２月：三省堂刊）によれ 
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ば、次のように解釈されている。 

       【尊敬】＝その人の言動・業績の中に非凡な点があることを認め、自他の模 

           範に足る存在として仰ぎ見ること。 

        【畏敬】=相手を優れた人物と思い、敬服すること。 

        【敬服】＝なんら批判する余地が無いほど、すっかり感心すること。 

   （ⅱ）「日本人が敬意を持って対等に扱われるよう、細心の注意を払って行く必要が

ある」（陸奥亮子夫人）との指摘を踏まえ、筆者は「国際社会で活躍する日本

人」の積極的なイメージとして、「品格と風格」のある【畏敬される日本人士

像】を選びたい。 

      【備考】 

        「人士」＝水準以上の教養を持っている人 

       「品格」＝節操の固さ・見識の高さや態度の立派さ・姿の美しさなどから、 

総合的に判断される、優れた人間性 

       「風格」＝存在者・行為者としてのスケールの大きさと、重み。 

（ⅲ）また、英訳語としては、次を択びたい。 

     【畏敬される】＝【ｈｏｎｏｕｒａｂｌｅ ａｎｄ ｒｅｓｐｅｃｔａｂｌｅ】  

      なお、「新コンサイス英和辞典」（佐々木達編）（１９９６年１月三省堂刊）に 

      よれば、これらの用語は次のように訳されている。 

      【ｈｏｎｏｕｒａｂｌｅ】＝（ａ）①名誉ある、光栄ある、名誉になる  

                     ②尊敬すべき、高潔な ③正しい、恥を知る 

      【ｒｅｓｐｅｃｔａｂｌｅ】＝（ａ）①尊敬すべき、立派な  

②人品卑しからぬ  ③見苦しくない 

   （ⅳ）「国際社会で畏敬される日本人士像」の原点としては、神道の精神に溢れた 

「日本男子古来の理想像『もののふ（武人）』」の「現代国際社会における復 

活」に求めることにたどり着く。 

それは、西欧人に誤解され、貶めるために歪められた「武士道精神」を被せ 

られた『日本の侍（さむらい）像』とは全く異なる「主体的見地からの日本 

人士像」でなければならない。 

 

 （４）国境を越えれば、誰でも「日本の外交官」である 

  （ⅰ）国民は、誰でも国境を越えれば「祖国を背負う外交官であり、国家の代表で

あること」を求められる。このことについては、９，０００年前に日本列島

の住民として成立した「縄文人」を祖先とし、有史以来の大きな民族移動・

流入を経験しておらず、かつ直近には「２１３年間の徳川幕府による完全鎖

国時代」を持った日本人には、周りを海に囲まれていることもあり、「国境の

意識が極めて低い」のが実状である。 
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     即ち、「国際感覚に『能天気』の日本人」が戦後も大量に生産されており、「国 

       際社会の孤児として嘲笑の的となっていること」は、中国人や韓国人と比 

べると、誠に国家的・民族的損失が大きいと言わざるを得ない。 

     【祖国】＝先祖以来住んでいる、自分の国。母国。 

         ＝（狭義では）他の大陸などに移住した民族にとって、彼らの先祖 

          がもと住んでいた国を指す。 

      【国家】＝近代国家を構成する人々の集団。 

          ＝その国の国籍を持つ人民。（近代国家では同一民族から成ることが 

多い） 

    （ⅱ）海外において「祖国日本に関して説明を求められる事項」の例 

      「祖国を背負うこと」は、「祖国とは何か」を明確に意識し、表現し、主張す 

ることを求められる。 

「祖国日本に関して説明を求められる事項」の例は、次の通り。 

①自国の歴史を説明できること。（国際社会で相手にされない自己都合の「皇 

国史観」ではなく、国際社会で通用する「多元的王朝交替の歴史観」に基

づくことを求められる。） 

       ②日本列島における原住民としての「縄文人の成立及び縄文文化の特長（世 

界最古の土器の製造等）」について、最新の考古学的知見に基づいて説明で 

きること。 

       「遺伝子人類進化学」等による最新の知見に基づき、「ＢＣ５，０００年以 

降における縄文人の朝鮮半島への移住・交流」について説明できること。 

       ③「日本語の成立」及び「韓国語・中国語との言語学的差異」について説明 

できること。 

       ④自国の政治体制を、他国の政治御体制と比較して説明できること。 

       ⑤国家基本法である「日本国憲法」を、「ワイマール憲法」との比較において 

       十分説明できること。 

⑥「日本国憲法」第９条の規定の解釈について、国際通念に照らして適切に 

 説明できること。 

        ⑦「極東軍事裁判」に対する日本としての評価を明確にするとともに、日本 

自身による「戦争責任の追及」を行う必要があるとの考えを示し、「Ａ級戦 

犯の靖国神社合祀問題への対応（Ａ級戦犯の分祀処理）」を明確にすること。 

        ⑧「朝鮮人慰安婦問題」に関する「事実関係基づく毅然とした反論（強制連 

行は事実ではなく、朝日新聞の反日虚報である旨）」を明確に主張できるこ 

と。 

        ⑨自国の外交政策に関する基本方針について説明できること。 

        ⑩自国の自衛・防衛に関する基本方針、及び領土問題に関して主張できるこ 
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と。 

        ⑪日本人の宗教（神道）について、その自然的発生と基本的考え（「禊」と「清 

       明の思想」）を説明できること。 

        ⑫日本人の衣装・ライフスタイル・習慣について説明できること。 

        ⑬自国の食文化（特に味について）について説明できること。 

        ⑭日本文化の価値観、生け花、盆栽等について説明できること。 

 

    （ⅲ）「祖国日本を背負う個人」に求められる事項の例 

        ①言語、外国語文書による日本情報の発信能力が有ること。 

②国際会議において適切な表現と議事進行ができること。 

 ③人種差別的発言、禁句の発言をしない国際的素養があること。 

         【素養】＝それを持っているかが望まれる、一定の水準以上の教養 

        ④国際的に見て、尊敬される人格・識見・教養を有していること。 

         ⑤国際社会で常識となっているマナーに精通していること。 

 

（ⅳ）「国際社会で一般的に畏敬される人物像」のイメージの例 

       ①国際社会で通用する言語を使いこなせる能力が有ること。 

②自国に関する十分な認識と説明能力を有していること。 

③自国に誇りを持ち、国土を守る気概が有ること。 

④国際社会における「振舞いの基本ルール」を尊重していること。 

⑤自分個人としての哲学・識見・教養を有していること。 

⑥世界の歴史の深層を理解しているか、歴史の深層に関する素養があること。 

＊ユダヤ教徒の歴史目的、米国建国の歴史、世界情報ネットワークによる監 

視体制、米国の人種構成等 

⑦報道への対応の「術」を十分に心得ていること。 

 

§３－３．「国際社会における日系人士像」に係る基本的視点 

（１）徳川幕府の完全鎖国政策により、日本人の海外渡航は禁止され、西欧列強の植 

民地獲得時代に乗り遅れたため、海外移住民の絶対数が少なく、言語学的にも 

孤立民族となったほかに、徳川幕府を礼賛する「箱根以東の関東平野が日本の 

を中心であり、箱根から西は外国であると考える島国根性」を熟成させた。 

    （２）明治維新以降、開国に伴い、国民の海外渡航は自由化され、海外移住が可能と 

なったが、その政策は「明治維新に乗り遅れた諸藩の人達」や、国内では「生 

活向上の機会が無い」と見切りをつけ「海外雄飛の機会」を求める人達の自主 

的移民であり、いわば「徳川幕府初期の棄民政策」の延長に近いものであった。 

従って、「日本政府の海外移民に対する支援政策」は、「北海道開拓等に対する 
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政府の支援政策」や他国の移民支援政策に比べると、極めて貧弱であったと言 

わざるを得ない。 

   （３）明治維新以降に海外移民を志した人達は、日本国の支配階級や上流階級ではな 

かったので、高度な知識と技術力を有していなかった。彼らは「遅れて来た住 

民」として移住者社会の下層階級として、土地を持つことを許されず、大陸横 

断鉄道の線路工夫、農業労働者、白人家庭の家事労働者等として艱難辛苦と迫 

害に耐えて行かねばならなかった。 

   （４）昭和２０年（１９４５年）の敗戦以降においても、海外移民政策は「過剰人口 

や農家の二男・三男問題の海外移住による解決策」として、及び「日本国内で 

は農業用地が狭く、良い暮らしを実現するための海外移民政策」が奨励された。 

しかし、政府による事前調査が十分でなく、「現地の入植地に着いて見ると自然 

条件が過酷で農業には適さない劣悪の土地であった事例」が多かったとされて 

いる。海外に移住する移民に対する政府の支援が極めて貧弱であることは改善 

されていなかった。 

  （５）一方、戦後「占領軍兵士と結婚」して夢を期待して米国等に渡った「戦争花嫁」 

     に対する日本国政府の支援は無いに等しいものであったが、それでも日本人の 

『戦争花嫁』は、「明治教育の精華」を受け継いで「日本人女性の心と文化を忘 

れず生き延びて来たこと」を忘れてはならない。そこには「敗戦国から来たア 

ジア人女性」として肩身の狭い環境の中を「耐え抜いた艱難辛苦の人生」があ 

ったのである。 

  （６）近年における「日本国を訪れる観光客による『日本文化と価値観の評価』、『日 

本料理と日本食文化の評価』、『日本風の生活習慣への評価』等の新しい見方」 

の到来は、まさに「文化の革命的うねり」であり、日本人自体が驚く程である。 

このような「日本文化全体への見方・評価の激変」は、国際貿易と工業生産シ 

ステムのグローバル化、生活用品や流行の世界共通化、ＩＴ技術・情報システ 

ムの世界的普及による携帯電話、インターネット、スマートフォン、衛星放送 

等の発達による「人の移動の自由化」、「世界情報の共有化」が齎したものであ 

り、「日本文化の特徴を日本人自身が見直す機会」を与えてくれている。 

   （７）このような「日本国の文化・芸術・料理等に関する評価の激変」を「海外で暮 

らす日系人社会に遅滞なく伝えて、日系人の誇りと自信の向上をサポートする 

こと」は、在外日系人の社会的地位を維持向上させるうえで不可欠である。「祖

国は文化的にも優れた頼もしく誇らしい国」でなければならない。 

   （８）海外の国際社会で生きる「日系人」は社会の少数派であるから、「祖国の繁栄」 

と「祖国からの情報及び文化の継続的供給」、並びに「皇族の親善訪問」や「内 

閣総理大臣の外交訪問」は、「日系人社会の繁栄と地位の向上」のためには有 

意義かつ不可欠であることを、日本国政府は強く認識すべきである。 
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「日本文化センター」の設置等による日本文化の直接提供、「ＮＨＫ等による海 

外衛星（ＢＳ，ＣＳ等）放送」や「グローバルな情報提供サービス」等による 

「祖国日本からの情報及び文化の継続的供給」が、「日系人社会の繁栄と地位 

の向上」に不可欠であることに鑑み、他の国と同様に、今後格段の施策の充実 

が必要である。 

 

§３－４．「欧米列強から人種差別の対象として歪められた日本の支配階級『武士』（侍）」 

のイメージに関する考察 

   （１）我が国における「武士（侍）」とは、平安末期から「武力を備えた農民」から 

成り上がり、鎌倉幕府以降７００年に亘る「武家政権」を支えた「武士階級」 

を指している。唯一の外敵の攻撃を受けた「蒙古軍による文永・弘安の役」で 

は、アジア大陸を席巻した「蒙古・高麗の連合軍」を見事に撃退した実績を示 

しており、鎌倉幕府の武士は「世界最高の軍事力・戦闘力・戦闘気力」を有し 

ていることを証明した。 

（２）戦国時代末期には、「種子島へのポルトガル人の漂着・鉄砲伝来」以降、宣教 

     師ザビエルの上陸と布教、多数の宣教師の布教活動、西欧列強との貿易・通 

商 に際しての町人・諸大名との交流を通じて、日本に関する情報は「貿易相 

手国」として、「キリスト教布教の対象国」として、及び「植民地占領の可能 

性を探る対象国」として、膨大な量の日本情報（政治体制、社会体制、教育 

体制、宗教事情、動植物の分布状況、江戸城の設計図面まで）が探検・布教 

報告書として本国及び派遣元の教会に送られた。 

「戦国時代末期から安土桃山時代を通じたわずか６０年の間」に、日本は西 

欧列強に追いつき、軍事技術、造船・航海技術において驚くべき学習能力を 

示して互角の軍事力、技術力を持つに至っていた。（第３章 §３－１ 徳川 

幕府の鎖国政策と「民族の海外進出機会の逸失」の項参照） 

（３）江戸時代には「徳川幕府の鎖国体制」が維持されていたが、「長崎出島」の 

「オランダ商館」を通じて「欧米の産業革命や科学技術の進歩の状況」は細々 

ではあるが日本に伝えられていた。しかし、その情報は幕府によって独占され、 

 国内広く周知されることは無かった。一方では「長崎出島」の「オランダ商 

館」に派遣されていたオランダ人スタッフによって、「日本の国内事情」（政 

治体制、世態風俗、動植物の分布状況、工芸技術の発達状況、交易商品の生 

産分布状況等について、驚くべき精度と観察眼を持って多数の詳細な報告書 

が作成され本国（オランダ）に届けられていた。 

     （４）江戸時代末期における「徳川幕府の鎖国体制」の変更と開国を求める交渉を 

通じて、欧米列強は外交交渉の表に立った「徳川幕府の武士階級（侍）」の存 

在に興味と関心を持ち、「武士階級（侍）の資質と思考体系」が研究の対象と 
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された。開国以降は、通商・貿易を通じて「各藩の武士階級（侍）」との折衝 

において、欧米列強は「儒教にこだわる中国や朝鮮」には存在しない「常に刀 

を帯びて戦闘態勢にある」、「驚くべき吸収力で西欧的価値観を理解し、貿易取 

引の契約交渉ができる日本の武士階級（侍）」を発見した。 

     （５）米国では、太平洋戦争の開始を想定し、「米国による日本占領の準備」とし

て、戦後の占領政策のほかに、「日本人の特性に関する研究」も組織的に行わ

れた。その過程において、「明治維新」を遂行した「日本の下級武士階級」を

「日本社会の主体的階層」として位置付け、「武士階級の流儀と手法」が徹底

的に研究された。 

即ち、「日本の武士階級（侍）の精神（魂）」は「武士道精神」として彼らなり

の理解の仕方で整理されたが、「奇異な風俗と不合理な精神（武士道精神）を

持つ不可思議で揶揄すべき対象」としていささか歪められた「侍（さむらい）

のイメージ」が、「東洋人としての人種的差別」の意味を込めて「代表的・主

体的日本人」とされた。（特に、「責任と取り方としての切腹（自死）」、敗戦色

濃くなってからの「神風特別攻撃隊による特攻出撃」は、「宣戦布告なき真珠

湾攻撃」と並んで、「奇異な恐るべき侍の国：日本」として扱われている。） 

そして、「敗戦国日本が軍事力を持った民族国家として再起することを半永久

的に阻止する」ためには、「『日本の勇敢な侍（さむらい）階級』を社会的に消

滅させなければならない」との見地（推定）から占領政策が立案され、この占

領政策の基本思想が「日本国憲法」の柱とされた。 

このような背景があるから、現代においても『日本の勇敢な侍（さむらい）』

として持ち上げられるときは、国際社会の常識として「相手側に日本人を揶揄

する下心と恐怖心がある」と疑ってかかることが賢明である。 

 

     (６) 欧米列強による「日本の武士（侍）」のイメージ 

     [１]「日本の勇気ある人物像」は、近世においては「鎌倉幕府以来の７００年に 

亘る武家政権」を支えた社会的身分制「士農工商」の最上級階層であった「武 

士（侍）階級」の在り様に原型がある。 

     [２]「武士（侍）」は、武家社会の「掟」の中で「上司の命令に忠実に服従して生 

きて行く」ことを求められた。 

     [３]江戸時代の「武士（侍）」は幼時から「社会のエリート」として生きることを 

求められ、剣術等軍事技術の鍛錬、兵法書・儒学書の習熟に励むことを藩校 

において課された。更に、将来の成長の見込みのある者に対しては、英才教 

育として「剣術修練のための江戸派遣」が制度化されていた。江戸において 

は、「子女の教育のための寺子屋」のほか、「剣術道場」、「オランダ語塾」、「医 

学塾」等の開設が自由に認められていたことは、「各藩から派遣されたエリー 
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ト武士間の交流の促進」、「識字率の驚くべき向上」等、「我が国社会の知識 

・教育水準の向上と英才の育成」に偉大な貢献したことが特筆される。 

       [４]武家社会の「責任の取り方」としての「切腹（はらきり）」の習慣は、「西欧 

列強人が信仰するキリスト教の教義」に反する「驚愕的勇敢な慣習」であっ 

た。これが、太平洋戦争における「神風特別攻撃」につながる理不尽な精神 

としての「侍（さむらい）魂」として日本人に対する「畏怖と警戒感」を持 

って揶揄されるところとなる。（「イスラム教徒の聖戦・自爆攻撃」に対して 

は、同じ系列の宗教であるキリスト教徒はなんら疑念を持たないことは、不 

可思議である。） 

       [５]西欧列強に理解されている「日本の武士（侍）階級」は、「時代遅れではあ 

るが、刀、槍等の武器を取って常時戦う勇気を具備している勇者である」と 

同時に、「西欧の科学技術・文明をたちどころに理解し吸収する驚異の学習能 

力を有している俊才」であり、「卑怯で卑屈な自分の国を卑下するばかりの自 

虐的日本人」ではない。戦後７０年、我々が「敗戦国の国民として、戦争責 

任を問われる卑屈な倭人」に止まっていることが痛切に反省される。 

 

（７）国際社会で畏敬される「日本の侍（さむらい）」が持つべきイメージ 

      [１]日本男児古来の理想像の源流である「もののふ（武人）」の「魂（こころ）」 

を精神的支柱（基本意思）として継承し、西洋文明を理解して吸収し及びＩ 

Ｔ技術を使いこなせる「学習能力と実務能力を備えている人士」であること。 

      [２]自らの母国「日本」について、強い信頼と確信を持っており、「母国の尊厳 

       と主体性を大切にする矜持を持っている人士」であること。 

     [３]「自国の領土と主権は生命を賭して守る」との強い決意と気概を持っている 

「武人（もののふ）の人士」であること。 

     [４]世界の歴史と実状（政治・社会・宗教・文化情勢等）に深い知見と理解を有 

している「国際教養豊かな人士」であること。 

     [５]日本の文化、芸術、工芸、工芸技術について適正な評価を行い説明し主張で 

きるとともに、「世界の文化、芸術、工芸に関する一流の見識を有する人士」 

であること。 

     [６]常に身体的能力を鍛え、護身力を具備するとともに、「国際社会で尊敬され

る練達の人士」であること。 

     [７]民族的・人種的・宗教的差別表現を慎む知性に溢れ、「社交性も豊かなマナー 

を心得た人士」であること。 

 

§３－５．欧米人から見た「東洋人の中の日本人士像」に関する考察 

   （１）欧米社会で問われる「東洋人（中国人、韓国人）」と「日本人」の区別に関し 
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     ては、我々日本人は「人種的にはツングース系統の東洋人」であり、「体型的に 

      中国人、韓国人と類似している」（同種）ことは否定できないが、生活環境と文 

化風土が異なるので、「顔の表情」、「立居振舞と動作」、「価値観」、「自己顕示意 

識」、「社会規範（中国・韓国は儒教社会）」、「宗教（日本は神道及び仏教が主流）」 

等において、「中国人や韓国人とは大きく異なる」と信じている。 

また、歴史時代における交流の証しとして「文化的には『漢字』を共有してい 

る（同文）」が、言語学的には、「日本語は母音を５種類しか持たない」（昭和２ 

０年８月の敗戦後、国語の純化政策として母音を５種類に整理した）のに対し 

て、「中国語や韓国語は現在も１０種類以上の母音（中国語の母音は３６種類、 

韓国語は１０種類）の母音を有している」ので、「１０種類以上の母音を有する 

諸外国の言語に関する習得能力において段違いの不利益」を被っている。 

即ち、言語学的には「子供は１１歳を過ぎると、母音を聞き分ける耳の能力は 

発達しない」とされているので、「単一民族社会の不利益」として「幼時期にお 

ける外国語による意志疎通の経験」に乏しい「言語学的に不具な国民」として、 

国際社会における意志疎通能力、情報発信能力において大きなハンディキャッ 

プとなっている。 

 （２）「言語をしゃべらない範囲」において、「日本人が中国人や韓国人と異なる民族」 

であることを印象づけるためには、「人間としての文化思想、思考方法、歴史観、 

社会規範（神道+仏教）、生活環境」等を反映する「顔の表情」、「立居動作と振 

舞」、「自己表現と言語活動」等において、「品格と風格のある日本人らしさ」を 

意識して示さなければならない。 

「国際社会において畏敬される日本人士像」に関しては、「東洋人の中の日本人」 

として、かかる観点からも十分な考慮がなされなければならない。 

              【参考文献】：[文献５] [文献６] [文献１０] 

 

 

第４章 求められる「国際社会で畏敬される日本人士像」 

【処方１】「国際社会で畏敬される日本人士像（共通事項）」 

  （１）日本男子古来の理想像『もののふ（武人）』の「魂（こころ）」を精神的支柱（基

本意思）として継承し、西欧文明を理解して吸収し及びＩＴ技術を使いこなせ

る「学習能力と実務能力」を備えている「日本国の代表者、指導者としての『も

ののふ（武人）』の人士」であり、個人的には「日本を代表してグローバル社会

で活躍する『侍（さむらい）』の人士」であること。 

（２）対外的侵略戦争を放棄し、核武装をせず、「積極的平和主義」を唱えて侵略と威 

嚇に反対して国際平和を維持するとともに、「人道面からの国際協力」（貧困か

らの脱却の支援、上下水道・衛生の普及、教育の普及支援等）を積極的に推進
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する「我が国の外交方針」について、「信念を持って主体的に語りうる人士」で

あること。 

  （３）「自国の領土と主権は生命を賭して守る」との強い気骨と気概を持っており、「強 

国が威嚇すれば屈する怯弱な倭人ではないこと」を示す「『もののふ(武人)』の 

人士」であること。 

（４）世界共通言語としての「英語」を第２国語として使いこなせること（聞く、話 

す、書く、思想的表現ができる、会議ができる等）のほか、相手国の基礎的言 

語の習得に熱心である等、「語学に堪能な人士」であること。 

  （５）「母国日本」の在り様（歴史観・宗教観、政治社会制度、生活習慣、文化芸術、 

人間としての思考方法等）について、十分説明し紹介できる「高度な学識と教 

養を備える人士」であること。 

  （６）国際社会におけるマナー（礼儀作法）を心得ており、礼を欠くことが無い接遇 

ができる「品性と品格のある人士」であること。 

  （７）人間個人として、自分の生き方、価値観、立居動作と振舞に揺るぎない信念を 

持っている「品格と風格のある人士」であること。 

  （８）相手国の歴史、社会構成、生活習慣等を承知しており、相手を見下さず、卑屈 

にならず、盲目的に相手国の主張に同意せず、「対等かつ相互尊重の人間関係の 

樹立」を説得できる「相手の知見を凌駕する高度な識見を有する人士」である 

こと。 

  （９）日本文化と工芸・技術に関する一流の理解を持っており、他国の文化との比較 

を念頭において、積極的に日本文化及び工芸・技術を紹介できる「文化的国際 

教養豊かな人士」であること。 

  （１０）中国や韓国の執拗な虚偽の非難、ためにする日本攻撃に対して、「東アジアの 

     正しい歴史事実の認識」に基づき、「相手国の虚偽の主張」を冷静に論破し切り 

     返すことのできる「相手国を凌駕する有識の人士」であるとともに、「三国（日 

本、中国、韓国）間」で「東アジアの歴史事実に関する相互検討会議」（仮称） 

の開催を提案する政治家であり外交官であること。 

中国や韓国が求める一方的「歴史認識の問題」を「日本側の歴史知識の貧困か 

らいかなる反論もせず屈辱的に認める」のではなく、「東アジアの歴史の事実関 

係を具体的根拠（「歴史文献」、「考古学的出土品の比較評価」、「遺伝子人類進化 

学の研究成果」、「国際言語学の研究成果」等）を挙げて」示し、「相手国の虚偽 

の主張を論破して是正させること」により「正しい東アジアの歴史の事実の認 

識」を確立しなければ、「中国及び韓国との歴史認識論争に勝利する」ことはで 

きない。 

具体的には、「３国（日本、中国、韓国）」の間で「東アジアの歴史事実に関す 

る相互検討会議」（仮称）を開催し、互いに主観を排して客観的立場から「３国 
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が保有する歴史文献の相互突合せ」、「考古学的出土品の客観的比較評価」、「遺 

伝子人類進化学の研究成果の評価」、「国際比較言語学による言語の成立と相互 

影響関係の評価」、「東アジアの戦争被害に関する記録の相互検討」等の作業を 

行い、「三国が相互に認め合える『東アジアの正しい歴史事実関係』を合意形成 

することが、「東アジアの歴史認識問題」を「東アジアの歴史事実の認識問題」 

に転換させて、「相互理解」と「相互和解」を形成する手段となると考える。 

この「相互に理解し和解し合った『東アジアの正しい歴史事実の認識』を「相 

互に共有し尊重すること」が、「中国や韓国の言う東アジアの歴史認識の問題」 

を「東アジアの歴史事実の認識の問題」として是正し及び解消する唯一の手段 

である。我が国は「中国や韓国が執拗に求める歴史認識問題」のジレンマから 

早期に解放され、「安定した東アジア地域との外交関係」を構築して行かなけれ 

ばならない。 

 

【処方２】「国際社会で畏敬される政治家像」 

   （１）「日本を背負い、日本を代表して「日本国の在り様と外交方針」を明確に提示 

できる「祖国の利益と主権を守る『もののふ（武人）』の人士」であること。 

   （２）常に「在外の日系人社会と日本人社会は『連帯した運命共同体』である」との 

基本認識を持ち、「在外日系人の社会的地位と境遇に配慮した外交政策」を 

「我が国外交の基本政策として展開する人士」であること。また、「海外に駐在 

する日本人の社会的地位と境遇に配慮した政策を展開する人士」であること。 

   （３）日本列島に居住する民族は「複数の人種が混合して形成された複合民族」であ

り、国内に「アイヌ問題」、「沖縄問題」等の少数民族問題を抱えていることを

認識している「多元的歴史観を有する人士」であること。 

   （４）２か国語以上の「国際言語を日常的に使いこなせる人士」であること。第１国 

際語としての「英語」に習熟していることは「国際外交に携わる政治家」とし 

て最低限の必要事項である。逆に、国際語を十分使いこなせない者は、「内閣総 

理大臣になること」を望んではならない。 

       【備考１】①第２次世界大戦・大東亜戦争・太平洋戦争において、日本は敗戦

国となったこと、②国際連合の安全保障理事会の常任理事国になっ

ていないこと、及び③日本語を話す国家が他にないことから、日本

語が「国際連合の公用語」に採用されることは、今後とも期待でき

ない。 

       【備考２】公式の国際交渉の場においては、両国の言語が異なる場合、国家元 

首や首相は「自国の言語を用い、通訳を介して交渉する」のが通例で 

ある。即ち、自国語を使用することにより「国家の尊厳を維持する」 

とともに、「交渉の内容を自国語で記録すること」を担保するためであ 
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る。「自国語でない得意の英語力で直接交渉すること」は極めて愚かで 

かつ危険であり、同じ系統の人種でない相手国からは軽蔑されること 

を銘記すべき。 

   （５）非公式交渉の場や相手国国民との直接的接触の場において、国際言語や相手国 

言語を使用することは、意思の相互伝達を迅速にし、相手国の国民に対し直接 

意思を伝えることが可能となり、親近感を獲得できることから、国際外交とし 

ては有意義であるので、日頃から「外国語の習得に熱心な人士」であること。 

   （６）交渉相手国の立場に配慮するとともに、「相手国の国民感情を刺激する人種差

別的発言、国際的禁句の発言」を絶対に避ける「国際外交の素養を身に付けて

いる人士」であること。 

   （７）相手国の威嚇に卑屈に迎合することなく、かつ「相手国の主張に同意して自国 

を貶める発言」をすることのない「国家の威厳を背負う気骨と風格のある人士」 

であること。 

   （８）「独立国家は自主防衛が基本であり、足らざる部分を同盟関係により補う」と

いう「国家安全保障の常識と鉄則について十分弁えている人士」であること。 

   （９）「世界史の流れの背景と深層」を熟知しており、「今後の世界政治の流れに関す 

      る自前の洞察を有する人士」であること。 

   （１０）「外国に軍隊を派遣しての侵略戦争はしない」との強い決意を表明する一方 

で、「いかなる侵略に対しても、自国の領土と主権は死守する」との「堅固な 

自衛意識を有する『もののふ(武人)』の人士」であること。 

   （１１）「国際戦争論」に習熟しており、「負ける戦争はしない」との外交原則に立っ 

て、外国の軍事力・政治力による威嚇に屈せず、日本の国力と自衛力に加えて 

同盟関係を背景にした「冷徹なバランス感覚溢れた多元的外交交渉を行いうる 

人士」であること。また、「戦争の開始と終結に関する国際法上の手続規定に 

習熟している人士」であること。 

   （１２）国際経済と金融政策に関する一流の識見と洞察力を持ち、「相手国側の利益 

のために、日本の見解や世論を誘導する詐術的発言の本質」を見抜き得る「日 

本の国益を決して損なわない人士」であること。 

 

【処方３】「国際社会で畏敬される外交官像」 

   （１）「祖国日本に対する燃える想いと熱い心」を抱いて外交官となり、「日本国及び 

日本国民の主権と利益の確保に身命を賭すること」が、「外交官第１の使命であ 

る」と弁え、自分自身の栄達のために「外国駐在の機会」を利用せず、あるい 

は「スクール内での昇進」（最終目標は『駐米大使』とされている）のために自 

国の利益を強く主張することをせず、「相手国に媚を売り相手国の主張に迎合す 

ること」のない「国益の筋を通す外交官」であること。 
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  （２）戦後の我が国の外交は「日米同盟」を基調とするが、外交政策として「共通の価 

値観と開かれた国益」を標榜することは「日本の国益を一部売り渡すこと」で 

もあるので、相手国での自分の評判を気にせず、相手国を怒らせることを恐 

れず、「独立した日本国の外交官として『国家利益の核心は身命を賭して守る外 

交』に徹する外交官」であること。 

明治新政府下の外務省は、組織の運営と外交方針・人材の育成方針において明 

治～大正～昭和各時代を通じて「お雇い外国人」（例えば、米国人ヘンリー・ 

デニスン(１８４６-１９１４年)による指導と助言を受けて来たことの影響が 

現在も残っており、外交政策の立案において『他力本願』の傾向があるので、 

早期にこの残滓と訣別して、「真の独立国家」としての「自主的外交防衛技術（機 

密保持等）と人材育成方針」を確立しなければならない。 

   （３）「国の外交力は当該国の軍事力を背景とする」ことを忘れず、「軽武装国家とし 

て背伸びをしない外交に徹する外交官」であること。また、「国連の常任理事国 

入り」を無理して求めてはならない。 

   （４）日本は「唯一の被爆国として核武装をせず、核兵器を使用できなくする国際枠 

組みの構築を進める平和国家としての地位を主張する外交官」であること。 

   （５）アフリカ地域等における「難病対策」、「貧困対策」、「上下水道・衛生の普及対 

策」、「教育普及支援対策」等の「人道面からの国際協力を積極的に進める外交 

官」であること。 

   （６）「在外日系人」の社会的地位の向上と保護に不可欠であり、母国の文化の誇り

を伝える情報の提供を継続するとともに、本国に対しては「在外日系人の地位

と処遇を向上させる施策を本省に提案し要求する外交官」であること。 

    （７）在外日本大使館の大使は、相手国に対する資金協力・技術協力を自分の手柄と 

してひけらかさず、相手国の国民の感情を徒らに刺激してテロを招くことのな 

いよう、「母国日本の記念祝賀行事等は質素に控えめに行う思慮深い外交官」で 

あること。 

（８）日本文化の紹介に必要な知性と教養を習得しており、かつ、「日本の武術（柔 

道、剣道、空手道）」を伝えるに優れた実技能力を有する「文武両道に優れた

外交官」であること。 

    （９）相手国の主張を理解し、両国の共通の利益を追求する過程で、「相手側の思考 

を自国の利益に添うよう説得する対話技術（詐術）」の訓練を受けた「練達の 

外交技術を習得した外交官」であること。 

    （１０）機密情報取得の訓練を受けていない外交官は、「オープンな情報の範囲での 

情報収集活動をもって足りる」とし、相手国の秘匿施設や情報には無理して 

接近しないこと。 

   （１１）外交機密情報を「相手国の罠（トラップ）」に引っかかる等により相手国 
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側に漏らすことなく、厳格に秘匿できる外交官であること。 

   （１２）日本国政府は、「身命を賭して日本の国益を守った外交官の業績を公正に 

評価する」とともに「人事面で優遇するシステム」を確立して、「外交官の士 

気を高める」よう配慮しなければならない。 

また、「職務怠慢に起因して国益を損なったケース」（１９４１年１２月の日

米開戦に際して、在米日本大使館では暗号機を破壊していたために電報の翻

訳が手作業となり、『対米宣戦布告』の通報が数時間遅れたこと等）に関して

は、外務省としての責任を明確にするとともに、人事評価に反映しなければ

ならない。 

      （１３）複数の国を巡る長い海外駐在生活による「大使ボケ」をせず、常に世界や 

本国の政治社会情勢、学術や技術上の進展状況等、我が国の国際社会にお 

ける地位の向上のために有益・不可欠な最先端の情報を貪欲に吸収する「常 

に情報にアラートな外交官」であること。 

 

【処方４】「国際社会で求められる国際協力隊員像」 

   （１）国際社会で畏敬される「普遍的人間像」を意識して振舞う「日本国を代表する 

「品格と風格」のある高潔な『もののふ（武人）』の人士」であること。 

        ①特定の政治的・社会的イデオロギーを持込まず、中立性を保つこと。 

        ②我が国の「多元的宗教の在り方（神道、仏教、キリスト教、回教等）」につ 

いて、的確に説明できる人士であること。 

        ③一般的に民主主義と自由主義の社会体制に自信と誇りを持っている人士で 

あること。 

   （２）我が国の「国際協力政策及び具体的協力計画の目的を明確に説明できる人士」 

であること。 

     （３）我が国の「『明治維新』の意義（「士農工商」の身分制の廃止、近代的国民国 

家の形成、自主憲法の制定、議会の開設、産業の近代化、教育の普及等）を 

十分説明できる人士」であること。 

    （４）我が国の政治・社会・経済体制に自信を持って説明できる人士であること。 

   （５）我が国の「国際協力・技術協力の基本的考え方と中立性の維持」について、 

「信念を持って明確に説明できる人士」であること。 

   （６）相手国の国民を人間として十分尊敬するとともに、相手国社会の風習を十分 

念頭において、「貧困からの脱却のための技術の習得、生活慣習の切り替え等 

を根気よく説得できる人士」であること。 

   （７）相手国の女性の境遇の改善、社会的・人道的地位の向上に貢献するため「女 

     性のための技術協力・経済協力プロジェクト」を提言する人士であること。 

   （８）国際協力事業には、疫病やテロ等の危険が伴うことに備えて、衛生対策、安 
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全対策、危機管理対策に最善を尽くす「思慮深い多重防護の人士」であること。 

【処方５】「国際社会で畏敬される日本産業人士像」 

   （１）「経済団体トップに求められる日本人士像」 

      （ⅰ）「日本国経済界の代表」であるとの自覚と責任感を持って、日本の外交方 

針を民間から支える産業人として、「企業の利益や活動を優先する企業エゴ」 

を排除して、「相手国が求める一方的友好のために媚を売る」ことをせず、 

「日本の国益の核心を守る」との見地から、日本の「東アジアの歴史事実の 

認識」、「日本の貿易通商政策」、「日本産業界の哲学と基本理念」について信 

念を持って語りうる「国際教養に豊かな気骨のある産業人士」であること。 

        (ⅱ)少なくとも国際公用語としての「英語による発信力と交渉力」を十分に備え 

た「国際産業人士」であること。また、「英語による発信力と交渉力」に乏 

しい者は、勲章受章のために「経済団体トップ就任」を求めてはならない。 

（ⅲ）自由主義経済の長所を弁えるとともに、国内経済各般における矛盾の克服 

に関し提言できる「豊富な識見と抱負を有する産業人士」であること。 

      （ⅳ）世界経済の動向に関する深い洞察力を有するとともに、世界経済のグロー 

バルな運営に協調する姿勢を保ち、「国内市場を外資企業に積極的に開放し 

て相互協調を尊重する産業人士」であること。 

      （ⅴ）我が国企業の海外での活動が相手国の利益と発展に貢献するよう、海外進 

出企業の活動に節度と協調を求め、「日系企業に対する排斥活動を未然に防 

止する企業倫理を提言・指導する産業人士」であること。 

      （ⅵ）資本主義経済と社会主義経済の基本原理の相違を十分理解しており、「自由 

主義経済体制の優越性を信じている産業人士」であること。 

      （ⅶ）ＩＴ産業の成長による「第４次産業革命」の方向に関する洞察力を持ち、 

社会構造の革新に備える見識を有する産業人士であること。 

      （ⅷ）相手国における企業活動が利益を得るため、自国の安全と利益をないがし 

ろにしても「相手国の主張に安易に妥協・同調して『媚を売る』友好関係」

を否定する「気骨ある『もののふ(武人)』の人士」であること。 

自社の利益しか眼中に無い「売国奴的商売人」であってはならないし、この 

ような「企業優先の思想を持つ浅知恵の人士」が「民間出身の外交官（大使）」 

に就任してはならない。 

 

  （２）「企業経営者に求められる日本人士像」 

      （ⅰ）自由貿易主義をベースとするグローバルな経済活動が唯一の「企業の国際 

      競争力を確保し、企業の存続と成長を図る方途であること」を認識し、「企業 

      組織全体を国際化（外国人社員の活用、言語のバイリンガル化等）した経営」 

を着実に進める経営人士であること。 
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      （ⅱ）企業の海外立地に当たっては、現地の社会慣習・労働慣習等を尊重して、「相 

      手国の経済的発展に貢献すること」が基本であることを認識した経営人士で 

      あること。加えて「低賃金労働力のみを求める立地は必ず失敗すること」を 

銘記すべきである。 

      （ⅲ）相手国の政治情勢と社会情勢を十分理解して、現地社会との調和を図ると

ともに、常に非常時の緊急撤退を想定して「企業リスクを最小限にする対策

を講じる経営人士」であること。 

      （ⅳ）「海外事業所に赴任する社員の生活をサポートする多角的システム」を採用

するとともに、危機の際の社員の脱出等の安全を図る措置を講じておく「深

層防御の経営人士」であること。 

      （ⅴ）「会計基準等グローバル企業としての経営システム」を導入し、「組織全体

をグローバル経済に適合させる経営を行う経営人士」であること。 

 

（３）「現地法人の経営者、海外駐在員及びその家族に求められる日本人士像」 

      （ⅰ）「現地法人」に派遣される経営者は、現地での労使交渉の当事者として交渉

に臨まなければならないので、必ず労使問題の法律専門家を伴う「深層防御

を心得た経営人士」であること。 

      （ⅱ）「現地法人」の経営者は、一方で「日本を代表する外交官であること」を自

覚し、我が国の外交政策及び日本文化についても高い見識を習得しておかな

ければならない。現地に赴任する前に、このための「我が国の外交政策及び

日本文化について十分な研修と訓練を提供された経営人士」であること。 

       （ⅲ）現地法人に派遣される「海外駐在員及びその家族」に対しては、本社から

「日本の文化、国際情勢等に関する十分な情報」を提供されなければならない。 

       （ⅳ）現地雇用の社員との交流を深め、相手国の文化・風習・社会制度を尊重す

る教養を具備するとともに、日本文化・工芸技術の紹介と普及に尽力する経営

人士であること。 

 

【処方６】「国際社会で畏敬される個人的活動家像」 

（１）「芸術家、アーチスト像」 

     （ⅰ）「芸術がグローバルに価値を認められ、世界共通の財産として流通するこ

と」を念頭において、「日本の芸術としての価値」と併せて「グローバルに

普遍的な芸術」を表現できる人士であること。 

        （ⅱ）その作品のみならず、個人としての言語的表現能力を具備し、政治的・

社会的・宗教的分野における「確固とした知性と信念を有する尊厳性溢れ

た人士」であること。 

        （ⅲ）近世における世界歴史の基本枠組みと背景について十分な知識を有する
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「国際教養に豊かな人士」であること。 

        （ⅳ）日本固有の美術・工芸・芸術・文学作品の特性に関する「十分な識見と

説明能力を有する人士」であること。 

        （ⅴ）「人間の尊厳性」を尊重し、宗教的境界を超越する知識力・理解力を持っ

て、「普遍的な価値を表現できる一流の人士」であること。 

        （ⅵ）作品の表現技術に関して「世界の水準を超える練達の人士」であること。 

        （ⅶ）今後の人類社会の目指すべき発展の方向、人間性の向上・確立に関して

「確たる信念を有する人士」であること。 

 

 （２）「スポーツ・アスリート（競技者）に求められる日本人士像」 

         （ⅰ）競技ルールを尊重することは勿論、禁止薬物を絶対に使用しない「スポツ

マンシップ溢れたアスリート（競技者）」であること。 

       （ⅱ）外国のアスリート（競技者）との交流を臆せずに行い、相手国を見下げず、

卑屈にならず、「互いに尊敬する対等な競技上の人間関係を確立できる人士」

であること。 

       （ⅲ）少なくとも国際公用語である「英語」による外国報道関係者の取材に対応

る言語能力を有するとともに、「アスリート（競技者）としての尊厳性を具

備し、その競技能力について適切に説明できる人士」であること。 

       （ⅳ）報道関係者の取材に対応する過程において、人種的差別発言や蔑視的発言

を決して行わず、「スピーチの内容が相手国並びに諸外国の関心事項を配慮

できる人士」であること。 

       （ⅴ）「日本を背負うスポーツ外交官としてのアスリート（競技者）」であること

を忘れず、「国際的教養を十分弁えた尊厳性溢れた人士」であること。 

 

【処方７】「学生・留学生に求められる日本人士像」 

      （ⅰ）「海外に留学する留学生」だけでなく、「国内において外国からの留学生と

交流する国内学生」も、「日本を背負う外交官としての役割を自覚する人士」

であること。 

      （ⅱ）「日本国の在り様（政治社会制度、国際関係、領土問題と自衛力、歴史事実

関係等について説明できる十分な知識と言語表現能力を有する国際人士」で

あること。 

      （ⅲ）「国際友好関係」を「相手国の主張に徒らに同意して『媚』を売ることをせ

ず、日本の尊厳性と国益を損なう発言をすることの無い国際人士」であるこ

と。 

      （ⅳ）留学生仲間の国際交流に積極的に参加ができるよう、「世界的に普及してい

る基礎的スポーツやフォークダンスなどの交流手段を有する国際人士」であ
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ること。 

      （ⅴ）自動車の運転技術、ＩＴ産業技術、スマホの扱い方に習熟しており、「世界

のテクノロジーの発展に伍している国際人士」であること。 

      （ⅵ）留学する相手国の文化・宗教・生活習慣について十分な下調べを行い、相

手国の尊厳を傷つけることをしない一方で、「留学先による日本への偏見」、

「間違った歴史認識」に対しては「毅然として日本の立場を説明し主張でき

る国際人士」であること。 

       （ⅶ）国際社会の在り様について、「しっかりした洞察力を有する国際人士」で

あること。 

 

【処方８】「観光客、旅行者に求められる日本人士像」 

       （ⅰ）「海外の観光と旅行に出発する者」は、出国すれば否応なしに「日本を背負

う民間外交官であることを求められること」を十分弁えて、「十分な事前調

査を行なって出発の準備をする国際旅行家」であること。 

       （ⅱ）外国の観光と旅行に関する基礎知識を有するとともに、「観光、食事、買い

物、パーティへの参加等に関する礼儀作法」を心得ており、顰蹙を買わな

い「教養豊かで品格のある国際旅行家」であること。 

       （ⅲ）徒らに大声を出さず、札束をひけらかして先を争って買い物をする「醜い

振舞い」をせず、「品性優れた静かな日本人観光客・旅行者としての評価と

名誉を勝ち取る国際人士」であること。 

        （ⅳ）旅行先の相手国の言語による初歩的表現、「国際共通言語としての英語に

よる所要の通話能力を有する国際人士」であること。 

        （ⅴ）日本の歴史事実（慰安婦問題、尖閣諸島の領有権問題等）・政治社会制度、

宗教問題等について「十分適切な説明能力を有する国際人士」であること。 

        （ⅵ）我が国を卑下せず、卑屈にならず、「旅行先の国の文化と歴史のすべてを

賛美して、だから日本はダメだ」とする「恍惚の偽インテリ人士」ではな

いこと。 

       （ⅶ）日本人が「黄色人種であること」を忘れず、立場を弁えて「謙虚で高潔に

振舞う国際人士」であり、「品格と風格のある国際人士」であること。 

ましてや、中国人、韓国人に対する「いわれなき蔑視観」を決して出して

はならないし、同列にされてはならない。 

       （ⅷ）「靖国神社へのＡ級戦犯合祀問題」と「自国民による戦争責任問題」に関

して、「国際社会に説明できる高度な識見を持った人士」であること。 
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第５章 求められる「国際社会で畏敬される在外日系人士像」 

 

【処方９】「国際社会で畏敬される在外日系人士像」 

      移民先の社会において「畏敬される日系人」として自信と誇りを持って暮らせる

よう、「在外日系人」が自ら努力することは勿論であるが、本国政府は「在外日

系人の社会的地位の向上」を支援するため、以下のような「特段の政策措置」を

講じなければならない。 

    [１]移住先に定住する覚悟と意識を持ち、現地社会に迅速に溶け込み、「現地社会 

を支える日系人士」であること。 

[２]移住先の国の言語の修得に最大限努力して、「言語による意思疎通に支障を来 

さない日系人士」であること。 

    [３]母国の文化と歴史、生活習慣、技術工芸、国際的地位に誇りと自信を持ち、「日 

系人としての特性」を失わず、「現地語で母国の紹介と発信ができる日系人士」 

であること。 

      [４]政治的発言の機会を求めて「在外日系人の社会的地位の向上」を図るとともに、 

「母国の外交政策を熟知しており、十分説明できる人士」であること。 

    [５]日系２世及び３世の世代は「現地語による教育を受ける機会」のほか「日本語

習得の機会も確実に与えられる」ために、どの地域も「日本文化を継承できる

教育システムを備えた日系人社会」となるよう、本国政府は在外公館を通じ「物

心両面からの継続的支援策」を強化する必要がある。 

    [６]「労働のため回帰した中南米日系人」に対しては、本国政府はビザの発給を容

易にすることは勿論のこと、宿泊施設の優先提供、日本語研修機会の無償提供、

就労の機会を斡旋して生活の支援を強化する必要がある。 

    [７]移民先の国において安心して名誉ある暮らしが疎外されないよう、本国政府は

「戦争をせず、当該国との協力関係を確立する」、「首相や皇族の訪問の機会をで 

  きるだけ多くする」等の政策的配慮が求められる。 

 

 

 

第６章 「国際社会で畏敬される日本人士像」確立のための処方書 

 

【処方１０】「国際社会で畏敬される日本人士像」確立のための教育上の施策 

     [１] 中学及び高校の教育課程において、「東アジアの正しい歴史事実の教育」を徹

底するとともに、「国際化社会」の講座単位を設けて「国際社会で畏敬される

日本人士像」について討論し、意見交換を行わせること。 
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     [２] 小学校時代からの外国語教育（特に、国際共通語としての英語）を行い、「外 

国人との交流を苦手としない国民」に育てること。 

    「３」中学及び高校では「外国語の習熟」を必須として実際に英語を使った実生活

を体験させるとともに、海外旅行の研修機会を与えること。 

    「４」国内の学生に対しては、在学中の外国訪問、旅行を通じた交流を積極的に行

うよう資金的支援を強化することにより、「外国人との交流を苦手としない

学生」を育成すること。 

「５」社会人教育として、青年会議所、商工会議所等における会員の教養講座と 

して、「国際社会で畏敬される日本人士像」について討論し、意見交換する 

とともに、海外旅行等の実地研修の機会を助成すること。 

     「６」日本語の海外普及のために「資金協力」、「技術教育」、「日本語教材の無償 

提供」等の施策を拡充強化すること。 

 

【処方１１】「国際社会で名誉ある地位」を獲得するための外交政策及び日系人支援施策 

     「１」「侵略戦争を放棄し、侵略戦争に反対する外交基本政策」を明確に示すとと

もに、「積極的平和主義外交」を強力に展開することにより、「国際社会にお

ける名誉ある地位」を獲得すること。 

     「２」我が国の経済力と技術力を活用した「国際協力の理念と政策」（「難病対策」、 

「貧困対策」、「上下水道普及対策」、「生活向上対策」、「教育普及対策」等） 

を明確にして、発展途上国の発展と生活の向上を支援すること。 

     「３」諸外国の文明との比較を念頭において、日本の文化、芸術、技術工芸、生 

活価値観等「全般にわたる日本情報」を、「国際語高度翻訳プログラム」を 

開発することにより、「複数の国際言語に翻訳し、無償で豊富に発信するこ 

と。 

     「４」在外日系人及び在外邦人に対して、国際放送、国際情報システムを駆使し

て、日本の在り様に関する情報及び日本文化の教養講座を「随時再生可能な

情報形式」により配信し、提供すること。 

     「５」在外公館を更に充実させ、諸外国に対する日本情報（現在の国勢、政治社

会の状況等）と文化・芸術（絵画、古典文学、歌舞伎、舞台芸術、音楽、吹

替え映画、新聞、出版物の紹介、学術研究等）を豊富に提供すること。 

「６」インターネット等の情報媒体を活用し、無償で日本の観光案内を充実させ、 

日本文化の価値観を踏まえた「国際社会で畏敬される日本人士像」を紹介し、 

伝えること。                        
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まとめとあとがき 

 

【まとめ】 

第１章では「国際社会における戦後日本人に対する評価」として、日本と外交関係が緊 

張状態にある米国人、ロシア人、中国人、韓国人による「対岸から見た戦後日本 

人の国民性」に関する仮想的評価を整理した。更に、「日本人による『戦後日本人 

の国民性』に関する自虐的評価」についても整理したが、指摘する処は悲しい。 

 第２章では、「我が国の『移民政策』と母国の戦争に翻弄された『日系人』」として、明 

治維新以降における「日本人の移民の歴史」を国別に整理するともに、母国の戦 

争（日清戦争、日露戦争、第１次世界大戦、第２次世界大戦・大東亜戦争・太平 

洋戦争）に翻弄された「在外日系人の艱難辛苦の時代」を整理した。 

 第３章では、「２１世紀における『日本再生の国家像』と『国際社会における日本人士像』 

に係る基本的視点」として、「２１世紀の国際社会における日本人士像及び在外日 

系人士像」に係る基本的論点を整理した。また、特論として、「欧米人から見た日 

本の支配階級即ち国家主体層『武士階級（侍）』のイメージ」について分析を行い、 

今後の「国際社会で畏敬される日本人士像」を求める原点とした。 

 第４章では、「求められる『国際社会で畏敬される日本人士像』」に関して、先ず「共通 

の日本人士像」を示したのち、各論として「政治家、外交官、国際協力隊員、産 

業人、個人活動家、学生・留学生、観光客・旅行者」について、それぞれの「国 

際社会で畏敬される日本人士像」を求めた。辿り着いた「国際社会で畏敬される 

日本人士像」は、日本男子古来の理想像である『もののふ（武人）』と、近世に発

生した『武士』（侍）の現代像であった。 

 第５章では、特論として「求められる『国際社会で畏敬される日系人士像』」として、今 

後の日系人が移住先で社会的地位の向上を図るための「望ましい姿」を求めた。 

我々内地に居住する日本人は、常に海外で居住する日系人社会の繁栄と発展を支 

える気構えと政策を忘れてはならない。 

 第６章では、「国際社会で畏敬される日本人士像」確立のための「国の施策」について論 

述してある。我々は、「徳川幕府の鎖国政策の残滓：島国根性」から脱却して「国 

際社会で畏敬される日本人士像」を確立するため、常に「在外日系人社会と連帯 

した運命共同体」を意識して、間違いのない外交政策を展開する必要がある。 

【あとがき】 

  （１）この随想（エッセー）には脈絡と論理性は無い。あくまで「口惜しく、もどか 

    しい敗戦国日本人の情念の世界」における思索として、「国際社会で畏敬される日 

本人士像」を求めて綴った主観的願望の文章であるので、「彫像的に描かれた立体 

的人物像・人士像」とは成り得ていないことを改めてお詫びする。 

我々日本人は、「日本国憲法」の前文に在るように「平和を愛する諸国民の公正と 
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信義に信頼して、我らの安全と生存を保持しようと決意」しており、「平和を維持 

し、国際社会において名誉ある地位を占めたい」と願っているが、近隣諸国との 

外交問題と領土主権の侵害行為が頻繁に続いており、「現実はそうはなっていない 

と感じる不甲斐なさ」を何としてでも逆転する必要がある。 

  （２）第４章～第５章で描いている「国際社会で畏敬される日本人士像」は、「海外の 

     日系人」を含めて、畢竟、「原状の悔しさから逆算して期待される日本人男性像」 

の記述に止まっているが、突き詰めて言えば、「日本男子の古来からの理想像『も 

ののふ（武人）』及び『日本の侍（さむらい）』を基本にしている。 

欧米人から見ると、「日本の明治維新をやり遂げた下級武士階級『侍（さむらい）』

に優る価値観を示した人物像・人士像」は、昭和２０年（１９４５年）８月の敗

戦以降は、ＧＨＱ（連合軍最高司令官総司令部）の占領統治により「社会的に絶

滅させられている」と言わざるを得ない。 

（３）「日本人の国民性」にもどかしさを覚えながらも、「在外日系人社会と我が国日 

  本人社会は常に連帯している運命共同体である」との認識を強く持って、「我が国 

日本人及び在外日系人が国際社会で名誉ある地位を占めること」を願う人たちの 

手引きとなれば幸いである。 

  （４）この随想（エッセー）が、「『我が国の国民を牧（ぼく）する者』として生まれ 

    てきたこと」を自覚され、「その使命を果たして行くことを決意しておられる人士」 

    への「敗戦を経験した世代からの引き継ぎ書・申送書」として読んで頂き、それ 

ぞれの立場と部所において「我が国の歴史に責任が持てるよう『天命に従って』 

行動する」際の「典拠」となることを希求する。２１世紀の日本国の将来に幸多 

からんことを願う次第である。                  
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